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報告漏れ等に関する調査結果の報告について 
 

 
 

標記の件につきまして、平成１９年７月５日付け「報告漏れに関する調査及び安

全管理の徹底について（指示）」（１９文科科第６３２号）に基づき、当機構におけ

るすべての核燃料物質使用施設を対象に、報告漏れ等に関する調査を行いましたの

で、その結果について、別紙のとおり報告いたします。 
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報告漏れ等に関する調査結果について 
 
 

 
1. はじめに 
平成 19 年 6 月 26 日、東海研究開発センター原子力科学研究所においてモッ

クアップ試験室建家東側の非管理区域である蒸気配管用の共同溝から過去の漏

えいによるものと考えられる核燃料物質の汚染が確認され、また過去の当該施

設周辺でも事故・故障等に係る未報告があったことが確認された。さらに 6 月

29 日、開発試験室建家周辺の管理区域外の排水枡においても汚染が確認された。 
これらにかんがみ、「報告漏れに関する調査及び安全管理の徹底について（指

示）」（平成 19 年 7 月 5 日付け 19 文科科第 632 号）にて文部科学省原子力安全

監から安全管理の徹底について厳重注意を受けるとともに、機構のすべての核

燃料物質使用施設を対象とした報告漏れに関する調査指示を受けた。 
機構としては同指示を重く受け止め、核燃料物質使用施設だけでなく、原子

炉等規制法及び放射線障害防止法に係る機構のすべての施設を対象に点検調査

を実施した。点検調査は、 (1)事故・故障に係る法令報告事例（報告漏れ）、(2) 
国への許認可手続き及び報告手続きの不備、及び(3)国への報告・記録等に係る

不備に関する点検調査を行うこととし、機構本部に安全担当理事を本部長とす

る「安全確認調査・対策本部」を設置した。各拠点においても点検調査委員会

を設置し、各拠点における点検調査を行った。また、外部委員で構成される「有

識者委員会」を設置し、幅広い助言を得つつ、調査を実施した。 
本報告では御指示のあった核燃料物質使用施設を対象とした報告漏れ事例に

関する調査結果とともに、機構として自主保安の観点で実施した関連調査の実

施状況についてとりまとめた。 
 
 
2. 対象施設 
 拠点ごとの点検調査対象の施設区分を表－1 に示す。施設の区分に応じて、複

数の規制を受ける施設については、それぞれの規制に基づく点検調査を実施し

た。また、過去に核燃料物質、放射性同位元素等を取り扱った施設も対象とし

た。 
なお、既に未報告事例等の点検調査を実施した施設については、実施済みの

調査内容を確認し、不足分の調査を行った。 
 
 

（別 紙） 
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3. 点検調査項目 
(1) 事故・故障等に係る法令報告事例の調査 

原子力安全監から御指示のあった事故・故障等に係る報告漏れの調査とし

て、過去の事故･故障、点検・保守等の事例が記載されている記録、放射線

管理記録等の確認を基本として、事例の抽出を行い、その際の対応の適切性

を確認した。点検調査対象期間は、法令等に定める記録の保存期間を原則と

した。ただし、記録の保存期間以前であっても、残存している記録について

は調査の対象とした。 
また、関係者（職員、主要な OB 及び協力会社員）への聞き取りや職場討

議、アンケートにより、記録の残存していない過去の事例についても遡って

調査した。関係者への聞き取りや職場討議は、各職場のラインを通じて行う

とともに、アンケート用紙を配布し、これを回収して事実関係を確認した。 
管理区域外で汚染が確認された原子力科学研究所においては、未報告事例

の事実確認の観点からも、研究所内のすべての建家、共同溝、排水枡等の汚

染測定を行った。 
 
(2) 国への許認可手続き等に関する自主点検調査 
①国への許認可手続き及び報告手続きの不備の調査 

保守・保全等の事例が記載されている記録の確認を基本として、許認可

手続きの適切性を確認した。また、報告手続きの不備については、報告対

象項目に対する報告の実施の有無を確認した。点検調査対象期間は、法令

等に定める記録の保存期間を原則とした。 
 また、(1)で行う関係者への聞き取りやアンケート等により過去の報告手

続きの不備に係る点検調査を補完した。 
 
② 国への報告・記録等に係る不備の調査 

 放射線管理等報告書等の法令等に基づいて提出している報告書類等に記

載されている記録を確認した。点検調査期間は、法令等に定める記録の保

存期間を原則とした。 
 また、(1)で行う関係者への聞き取りやアンケート等により過去の国への

報告等に係る記録の不備に係る点検調査を補完した。 
 

 
 なお、「安全性の総点検」等、過去に類似の点検調査を実施した拠点において

は、その調査内容を確認し、それ以降を調査対象期間とした。 
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4. 調査結果の評価体制 
① 各拠点内の各課・部・センターにおいて行った点検調査の結果は、各拠

点の点検調査委員会において確認した。点検調査委員会においては、原

則として対象施設を所掌しない者が抜き取り調査等により事実関係を確

認した。 
 

② 各拠点の点検調査計画は、安全担当理事を本部長として機構に設置した

「安全確認調査・対策本部」において横並びを図った。また、各拠点に

おける点検調査の実施状況について同対策本部で進捗を確認するととも

に、調査結果の事実関係をタスクフォースにより確認した。 
 

③ また、これら一連の点検調査は、外部委員で構成される「有識者委員会」

を設置し、幅広い助言を得つつ、調査を実施した。 
 
 
5. 調査結果の区分 
 点検調査の過程で不適切と判断した事例については、法令との関係において

以下の区分に分類した。 
 〔評価区分〕 

区分 A：法令に抵触するものであり、かつ設備の健全性が損なわれてい

たもの 
区分 B：法令に抵触するものであり、設備の健全性が損なわれていない

ものの、組織的に広範囲にわたり行われていたか、または継続的

に行われていたもの 
区分 C：法令に抵触するものであるが、設備の健全性が損なわれておら

ず、一部の関係者のミス等により限定的に行われていたもの 
区分 D：法令に抵触しないもの（内部規則への抵触、法令等に係わらな

い数値の修正、手続き・情報提供を実施しておいた方がよかった

ものを含む） 
 
 
 
6. 調査結果 
 全拠点の調査結果の総括を表－２に示す。各調査項目について確認された結

果は、以下のとおりである。 
 



 4

(1) 事故・故障等に係る法令報告事例の調査結果 
 事故・故障等に係る法令報告事例の調査結果のまとめを表－３に示す。 
 

① 原子力科学研究所においては、過去の事故・トラブルの記録の確認、ア

ンケートや職場討議、所内の建家、共同溝、排水枡等の汚染測定の結果

を踏まえ、法令報告を要すると考えられる事例７件を確認した。これら

の事例は、ほとんどが昭和３０年代～４０年代に発生したトラブルに起

因するものであるが、当時の処置が不十分だったことから、現時点にお

いても非管理区域において汚染が残っていることが確認された。７件の

うち３件は汚染トラブル発生から時間を経過した後、汚染状況調査が行

われ、汚染が確認されたことがあったが、その時点で法令報告に該当す

るとの判断がなされなかったものである。残り４件の汚染は、これまで

未確認であった漏えいの痕跡が今回の汚染測定により確認されたもので

ある。これらの事例は、法令報告に抵触するものであり、固着性の汚染

等が継続的に現時点まで残っていたものであるため、区分 B に当たると

考える。 
 

② 原子力科学研究所以外の拠点では、発生した時点の原子炉等規制法及び

放射線障害防止法に照らして、事故・故障等に係る法令報告事例に該当

すると考えられる事例は確認されなかった。 
 

③ なお、発生した時点での法令に照らして報告の必要はないと考えられる

ものではあるが、原子力科学研究所、核燃料サイクル工学研究所及び大

洗研究開発センターにおいて、事象の内容から見て、関係機関に連絡す

べきであったと考えられる事例１２件を確認した。これらの事例のうち、

大洗研究開発センターにおける密封線源が非密封状態になった事例及び

管理区域からの退出時の汚染検査が十分でなかったため非管理区域に汚

染を拡大した事例の 2 件の事例は、放射線障害防止法における事故・故

障としての法令報告には当たらないものの、使用の技術上の基準に抵触

するものであり、区分 C に当たると考える。また、原子力科学研究所の

再処理特別研究棟撤去資材庫の床、廃液輸送管の中継ポンプ室ピットと

A ポンプ室 U 字溝、及び廃液輸輸送管ホットラボ建家外逆止弁養生ウエ

スで発見された３件の汚染は、漏えいには該当しないため法令報告には

当たらないと考えられるが、管理区域外で汚染が確認されたものであり、

区分 C に当たると考える。この他の事例７件は、発生した時点の法令報

告に該当するものではないが、情報提供が必要であったと考えられるこ
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とから、区分 D に当たると考える。 
 
(2) 国への許認可手続き等に関する自主点検調査の結果 
① 国への許認可手続き及び報告手続きの不備の調査 

国への許認可手続き及び報告事例の不備の調査結果のまとめを表－４

に示す。 
点検調査の結果、国への許認可手続きの不備に関するものとして、原

子力科学研究所及び高崎量子応用研究所において 9 件の事例が確認され

た。これらの事例のうち、FCA において制御安全棒引出しを設計及び工

事の認可を受けずに製作した事例、並びに STACY 及び TRACY において

ウラン酸化物燃料の不適切な一時保管が確認された事例の 2 件の事例に

ついては、法令に抵触するものであり、また継続的に行われたものであ

ることから、区分 B に当たると考える。タンデム加速器の許可性能から

の逸脱や許可を得ていない RI の利用等の７件の事例については、法令に

抵触するものの、設備の健全性が損なわれておらず、一部の関係者のミ

ス等により限定的に行われたものであることから区分 C に当たると考え

る。 
一方、報告手続きの不備に関するものとして、原子力科学研究所、核

燃料サイクル工学研究所及び大洗研究開発センターにおいて国際規制物

資等の報告・届出に関係する事例が１４件確認された。これらの事例は、

所有している国際規制物資が国への計量管理報告に記載されていなかっ

た事例、過去に国際規制物資を受け入れた際に事前の届出記録が残って

いなかった事例等であり、区分 C に当たると考える。 
 
②国への報告・記録等に係る不備の調査 

 国への報告・記録等に係る不備の調査結果のまとめを表－５に示す。 
 点検調査の結果、国への報告・記録等に係る不備に関するものとして

原子力科学研究所において４件の事例が確認された。これらの事例は、

国への報告の不実記載が 2 件及び不適切な管理記録等が 2 件である。不

適切な管理記録等の事例は、保管廃棄施設の受入保管記録に係る受入元

及び受け入れたものについての２件の記録に関するものであり、受け入

れたものについては法令上の管理記録が事実と異なること、また両事例

ともに国際規制物資としての計量管理等の手続きを要することから、区

分 C に当たると考える。また、半地下式ピットの管理状況報告として溜

り水が確認されていたにも係わらず「無」として報告した事例並びに

VHTRC に係る廃止措置計画添付書類の誤記及び耐震報告書の不実記載
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の２件については、不適切ではあるものの、法令に基づく報告でないこ

とから、区分 D に当たると考える。 
なお、この他、調査の過程で国への報告書の記載事項に転記ミス等に

よる誤記が確認されたが、これらは区分外である。 
 
各項目で確認された評価区分の総括は、表－６に示すとおりである。 
なお、この他、原子炉等規制法及び放射線障害防止法では対象外であるが、

今回の調査の過程で大洗研究開発センター及び那珂核融合研究所において一般

施設での小火(ボヤ)を関係機関に連絡していなかった事例２件を確認した。 
 
 
7. 原因と対策 
7.1 原因 
 今回の点検調査で確認された不適切な事例が発生した原因は、以下のとおり

と考えられる。 
 
(1)事故・故障等に係る報告漏れに係る原因 

① 原子力科学研究所において古い時代の汚染が確実に除染されずに現時点

においても残っていた主要な原因及び法令に基づく報告がなされなかっ

た原因としては、以下が挙げられる。 
・ 事例の多くは、昭和３０年代～４０年代の漏えいに起因するもので

あり、当時は研究を優先したこと及び放射線、放射性物質に対する

管理意識が低かったため、核燃料物質の異常漏えいに対する危機意

識が薄かったこと。 

・ 漏えい後、除染や汚染検査を行った場合でも、不十分であった例が

多く、その結果、汚染が残存したこと。 

・ その後、汚染を確認した場合でも、過去に発生した漏えいの痕跡で

あったり、人が容易に立ち入ることができない場所の汚染であった

りしたため、法令報告に該当するとの認識が持てなかったこと。 

・ 一時管理区域を設定した作業においては、作業後の汚染検査が不十

分であったため、管理区域外に汚染が残存したこと。 

 
② 法令報告には当たらないものの、複数の拠点で確認された関係機関に通

報すべきであった事例の原因としては、以下が挙げられる。 
・ 作業担当部署の管理者等が関係機関に通報すべき事故・トラブルと

の認識に乏しかったこと。 
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・ 拠点内でも情報共有がなされず、拠点としての判断がなされなかっ

たこと。 

 
(2)国への許認可手続き等に係る自主点検で確認された事項に関する原因 

① 必要な許認可を得ずに製作等を行った事例の原因としては、以下が挙げ

られる。 
・ 製作品が交換部品であり、以前に設計及び工事の方法の認可を受け

たものと同一の設計仕様であればこの手続きは要しないと判断した

こと。 
・ 拠点内でも情報共有がなされず、拠点としての判断がなされなかっ

たこと。 
 

② 許可条件を逸脱した運転、取扱い等を行った事例の原因としては、以下

が挙げられる。 
・ 法令順守に対する意識が低く、変更申請等が必要との考えにいたら

なかったこと。 
・ 作業内容を計画する段階で、許可条件との整合の確認に十分な検討

時間がなかったことにより誤った判断をして取り扱ったこと。 
・ 施設の管理者の管理方法に甘さがあったため、実験者が運転計画書

と異なる運転を行った場合でもチェックができなかったこと。 
・ 許可に関する理解が不足していたため、試験的な運転であれば許可

範囲を超えても問題ないと考えていたこと。 
 

③ 国際規制物資の届出に不備があった事例の原因としては、以下が挙げら

れる。 
・ 法令順守に対する意識が低く、計量管理報告が必要との考えにいた

らなかったこと。 
・ 国際規制物資を拠点に受け入れた際の事前の届出書類が残っていな

かった理由は、拠点と本部間の情報伝達が不十分であったこと。 
 

④ 関係機関に対し事実と異なる報告を行った事例の原因としては、以下が

挙げられる。 
・コンプライアンスに対する意識が欠如していたこと。 
・外部機関から特例措置として受け入れた廃棄物の記録等は、事実を記

載すると不整合が生じると懸念したこと。 
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 これらの事例の原因を総括的に再整理すると、(1)コンプライアンス意識の欠

如と教育の不徹底、(2)管理体制の不備、及び(3)情報の共有化と伝承の不備、に

区分される。 
 
 
 
7.2 対策 
 今回の点検調査で確認された事例を踏まえ、再発防止対策として以下の取組

を充実・強化していく。 
 
(1)コンプライアンス意識の欠如と教育の不徹底 

① 今回の調査で確認された、 
(a) 事故・故障等に係る法令報告事例 
(b) 必要な許認可手続きを経ずに製作等を行った事例 
(c) 許可条件を逸脱した運転、取扱い等を行った事例 
(d) 計量管理報告が必要との考えに至らなかった事例 
(e) 関係機関に事実と異なる報告を行った事例 

は、コンプライアンス意識の欠如と教育の不徹底によるものであるが、研究

優先の意識が強かったことにより、社会に対する閉鎖性を生み、必要な情報

発信や許認可手続きを行う意識が希薄となったものと考えられる。現在、機

構の行動基準では、「安全確保の徹底」を第一に掲げて、活動を行っている

ところであるが、改めて安全確保が最優先であることを徹底する。また、法

令等に関する教育の充実及びコンプライアンスの更なる徹底を図ることに

より法令順守に関する認識を確実なものとする。 
 
② 誤りを確認した場合は、理由の如何を問わず確実に正す意識の徹底を図

る。 
 

③ 階層に応じた教育を実施するとともに、必要に応じて外部から講師を招

へいして教育する。 
 
(2)管理体制の不備 

① 各拠点においては、保安規定に品質保証活動を規定し、安全の確保を最

優先に品質マネジメントシステムのもとに保安活動を行い、業務の継続

的な改善に取り組んでいるところである。 
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② 原子力科学研究所においては、今回の調査で確認された事例にかんがみ、

平成 19 年 7 月に導入した JEAC 4111 に基づく品質マネジメントシステ

ムの定着化を確実に行うとともに、通常と異なる事例が生じた場合の情

報の共有化及び除染・汚染検査等の措置についても同システムのもとで

対応していく。また、各部が行っている運転連絡会議等において、放射

線管理部も参加して、安全情報等の共有化を図ることにより一部組織内

のみの判断での未通報や未報告の発生を防止する。さらに、拠点内の議

論の透明性を高めるための仕組みとして、研究所の原子炉施設安全審査

委員会及び使用施設等安全審査委員会に所外の委員を加え、未報告防止

策や安全対策等について多面的な視点での議論とチェックを行う。 
 
③ 許認可の不適合、許可条件の逸脱等を発生させない以下の組織的な仕組

みを構築する。原子力施設及び関連設備を製作、改造等を行う際には、

担当者が設計の段階でチェックシートを用いて必要な許認可の確認がで

きるようにするとともに、各部署の品質保証委員会等においてそのチェ

ックシートの確認を行う。また、拠点の安全審査委員会等においても、

チェックシートの確認を行う。許可条件の逸脱に対しては、許可条件を

各施設の運転手引に明確に記載し、運転等の担当者が計画書の作成時に

チェックシートで確認し、この計画書を管理責任者に提出する際にチェ

ックシートを添付させ、管理責任者も許可条件の逸脱等がないことを確

認できるようにする。 
 

④ 国際規制物資の届出の不備については、機構発足以前は手順が明確にな

っていなかったことによるものであり、既に機構発足後、計量管理報告

等に関する手順を定めたので、これを確実に運用する。 
 
(3)情報の共有化と伝承の不備 

① 発見された事例に関して拠点内で適切な判断を行うための仕組みについ

ては、既に各種の改善がなされているところである。しかしながら、通

報連絡に関して具体的な事例集や手引き等を整備していない拠点におい

ては、これらの整備を通じて、拠点として適切な判断ができるような仕

組みを整備する。 
 

② また、発見された事例について拠点内での情報共有が確実に行えるよう、

常日頃から風通しの良い職場環境を作るとともに、現場発見者は通常と

異なる状態が発生した場合には、確実に管理者等と情報を共有すること
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を改めて徹底する。 
 

③ 原子力科学研究所においては、過去の汚染等の情報が時代を経るに従っ

て拠点内で共有されず、風化してしまった反省を踏まえ、このような情

報に関する管理記録を作成し、伝承する仕組みを整備する。 
 
 これらの対策の措置状況については、安全統括部が確認するとともに、内部

監査等においても実施状況の確認を行う。 
 
 今回の再発防止策の具体的展開については、外部委員で構成される「有識者

委員会」の意見を聞きながら、改善を図っていく。 
 
 なお、機構においては、機構の業務に関しコンプライアンスに反する行為又

は反すると思われる行為についてこれを是正することを目的として意見を理事

長に告知する「コンプライアンス通報制度」を設けており、今後とも本制度に

より不適切な行為に関する意見を収集し、事実関係を確認した上で必要な措置

を講じていく。 
 

以上 



政令第
41条該
当施設

政令第
41条非
該当施
設

1
原子力科学研究
所

○ ○ ○*1 ○ ○

2
核燃料サイクル
工学研究所

○ ○ ○ ○*2

3
大洗研究開発セ
ンター

○ ○ ○*1 ○ ○

4
高速増殖炉研究
開発センター

○*3 ○*3 ○

5
新型転換炉ふげ
ん発電所

○*3 ○*3 ○

6
那珂核融合研究
所

○ ○

7
高崎量子応用研
究所

○

8
関西光科学研究
所

○

9
東濃地科学セン
ター

○ ○

10
人形峠環境技術
センター

○ ○ ○ ○ ○

11 むつ事務所 ○ ○ ○

*1　未報告事例の調査については3／30公表済
*2　未報告事例、許認可の不備、記録の不備等の調査については6/8公表済
*3　未報告事例、許認可の不備、記録の不備等の調査については6/1公表済

核原料
研究開
発段階
炉

再処理
施設

表－１　　各拠点ごとの点検調査対象の施設区分

　　　　　　　施設区分

　　拠点名

廃棄物
管理施
設

加工施
設

核燃料物質使用施設

試験研
究用原
子炉施
設

RI使用
施設等

廃棄物
埋設
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拠点名
事故・故障等に係る
法令報告事例等

許認可手続き及び
報告手続きの不備

国への報告・記録等
に係る不備

原子力科学研究所
法令報告事例　７件

連絡すべきであった事例
５件

許認可手続きの不備
７件

報告手続きの不備
１０件

国への報告の不実記載
２件

不適切な管理記録等
２件

核燃料サイクル工
学研究所

連絡すべきであった事例
３件

報告手続きの不備　３件 ０件

大洗研究開発セン
ター

連絡すべきであった事例
４件

報告手続きの不備　１件 ０件

高速増殖炉研究開
発センター

０件 ０件 ０件

新型転換炉ふげん
発電所

０件 ０件 ０件

那珂核融合研究所 ０件 ０件 ０件

高崎量子応用研究
所

０件
許認可手続きの不備

２件
０件

関西光科学研究所 ０件 ０件 ０件

東濃地科学研究所 ０件 ０件 ０件

人形峠環境技術セ
ンター

０件 ０件 ０件

むつ事務所 ０件 ０件 ０件

合計
法令報告事例　７件

連絡すべきであった事例
１２件

許認可手続きの不備
９件

報告手続きの不備
１４件

国への報告の不実記載
２件

不適切な管理記録等
２件

表－２　全拠点の調査結果の総括表
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(1)法令報告事例
No 件名 発生時期 拠点名 評価区分

1
再処理特別研究棟　排風機室南側の床ダクトスペースにおけ
る漏えいに関する報告漏れ（管理区域外）

S42.2.23
原子力科学研究
所

B

2
再処理特別研究棟　排風機室における漏えいに関する報告
漏れ（管理区域外・北側壁）

S40.5.20
原子力科学研究
所

B

3
再処理試験室　北側ドライエリアにおける漏えいに関する報告
漏れ（管理区域外）

S36～S39
原子力科学研究
所

B

4
再処理試験室－プルトニウム研究２棟周辺（屋外）における漏
えいの痕跡の発見（管理区域外）*

S34～S40
原子力科学研究
所

B

5
開発試験室蒸気管引込溝における漏えいの痕跡の発見（管
理区域外）*

S35.7
原子力科学研究
所

B

6
廃液輸送管点検孔内における漏えいの痕跡の発見（管理区
域外）*

不明
原子力科学研究
所

B

7
廃液輸送管ホットラボ建家内点検孔開閉弁からの漏えいの痕
跡の発見（管理区域外）*

不明
原子力科学研究
所

B

* 今回の汚染調査で確認されたもの。

(2)関係機関に連絡すべきであったと考えられる事例
No 件名 発生時期 拠点名 評価区分

1
再処理特別研究棟　撤去資材倉庫の床の汚染の発見（管
理区域外）

S42～S55
原子力科学研究
所

C

2
廃液輸送管中継ポンプ室ピット及びＡポンプ室Ｕ字溝の汚染
検出の連絡漏れ（管理区域外）

H1.10.3
原子力科学研究
所

C

3
廃液輸送管ホットラボ建家外逆止弁養生ウエスの汚染の発見
（管理区域外）

不明
原子力科学研究
所

C

4 保管廃棄施設 半地下式ピット汚染検出の連絡漏れ S62～H7
原子力科学研究
所

D

5 廃棄物保管棟・I及びⅡ（北地区） 汚染検出の連絡漏れ H10～H17
原子力科学研究
所

D

6
プルトニウム燃料第三開発室粉砕設備におけるグローブ交
換中の作業員の汚染

H1.10.13
核燃料サイクル
工学研究所

D

7
プルトニウム燃料第三開発室における連続予備焼結設備
からの空気汚染による作業員の汚染

H2.3.16
核燃料サイクル
工学研究所

D

8
プルトニウム燃料第三開発室の管理区域内で回収した冷
却水の不適切な管理

H7.2.9
核燃料サイクル
工学研究所

D

9 Ir-192線源のラジオグラフィ棟外(第２種管理区域)での破損 S45.10.1
大洗研究開発セ
ンター

C

10 JMTR倉庫周辺の汚染 S47.10.31
大洗研究開発セ
ンター

D

11 RI利用開発棟応用計測実験室での放射性物質の検出 S57.10.8
大洗研究開発セ
ンター

C

12
廃棄物管理施設固体集積保管場Ⅰ集水ピットスラッジの汚
染

H5.11.12
大洗研究開発セ
ンター

D

表－３　事故・故障等に係る法令報告事例等の調査結果
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(1)許認可手続きの不備に関するもの
No 件名 発生時期 拠点名 評価区分

1 FNS　トリチウム作業室等排気風量の許可を得ない変更 S63.3
原子力科学研究
所

C

2 FCA　制御安全棒引出しの認可を得ない製作及び使用
H3.3～
H18.3

原子力科学研究
所

B

3 タンデム加速器　RNB加速器許可性能からの逸脱
H18.6～
H19.2

原子力科学研究
所

C

4 燃料試験施設　許可を得ていないＲＩの使用 H8.3
原子力科学研究
所

C

5 VHTRCの核分裂計数管の処分忘れ H12.2
原子力科学研究
所

C

6 TCAのプルトニウムを電着した金属箔の処分忘れ S47.4
原子力科学研究
所

C

7 STACY及びTRACY　ウラン酸化物燃料の不適切な一時保管 H6.9
原子力科学研究
所

B

8 タンデム加速器のLiイオンのエネルギー変更 H10.3
高崎量子応用研
究所

C

9 シングルエンド加速器ビームの上限エネルギーの変更

H18.8-
H19.6
H5.11-
H19.7

高崎量子応用研
究所

C

表－４　許認可手続き及び報告手続きの不備に係る調査結果
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(2)報告手続きの不備に関するもの
No 件名 発生時期 拠点名 評価区分

1
国規物（原子炉特別研究棟　核分裂計数管）の使用届出及び
計量管理報告の漏れ

H17.12
(確認)

原子力科学研究
所

C

2
国規物（FNS建家　マイクロ核分裂計数管）の使用届出及び計
量管理報告の漏れ

S58.6
原子力科学研究
所

C

3
国規物（JRR-3　核分裂計数管）の使用届出及び計量管理報
告の漏れ

H8.1～
H9.12

原子力科学研究
所

C

4
国規物（FCA　核分裂計数管）の使用届出及び計量管理報告
の漏れ

S35.6～
S48.9

原子力科学研究
所

C

5
国規物（FCA　核燃料物質）の使用届出及び計量管理報告の
漏れ

S42.12～
S53.3

原子力科学研究
所

C

6
国規物（TCA　天然ウランペレット等）の使用届出及び計量管
理報告の漏れ

S40.7～
S53.12

原子力科学研究
所

C

7
国規物（TCA　核分裂計数管）の使用届出及び計量管理報告
の漏れ

S44.8～
S56.12

原子力科学研究
所

C

8
国規物（第４研究棟　Puアンプル）の使用届出及び計量管理
報告の漏れ

S57.3
原子力科学研究
所

C

9
国規物（VHTRC　核分裂計数管）の使用届出及び計量管理報
告の漏れ

S44.9～
S44.10

原子力科学研究
所

C

10
国規物（放射線標準施設棟　Pu標準線源）の使用届出及び計
量管理報告の漏れ

S58.9
原子力科学研究
所

C

11
プルトニウム燃料製造施設（PFPF)における国際規制物資
の受け入れに係る届出の不備

H13.8
核燃料サイクル
工学研究所

C

12
東海再処理施設に係る使用済燃料の受け入れに係る届出
の不備

H13.10
核燃料サイクル
工学研究所

C

13
プルトニウム燃料施設（PPFF)における国際規制物資の受
け入れに係る届出の不備

H16.12
核燃料サイクル
工学研究所

C

14
国規物（安全管理棟　Pu標準線源）の使用届出及び計量
管理報告の漏れ

S52.4
大洗研究開発セ
ンター

C
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(1)国への報告の不実記載
No 件名 発生時期 拠点名 評価区分

1 保管廃棄施設　半地下ピットの管理状況報告の不実記載 H9.8.28
原子力科学研究
所

D

2
VHTRCに係る廃止措置計画書添付書類の誤記及び耐震検
討書の不実記載

H18.5
原子力科学研究
所

D

(2)不適切な管理記録等
No 件名 発生時期 拠点名 評価区分

1
保管廃棄施設  受入保管記録に係る受入元の不適切な管理
記録（特例措置による受入）

S63.6～
H1.9

原子力科学研究
所

C

2
保管廃棄施設  受入保管記録に係る受け入れたものの不適
切な管理記録（特例措置による受入）

H12.6～
H13.3

原子力科学研究
所

C

表－５　国への報告・記録等に係る不備の調査結果
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評価区分
事故・故障等に係る
法令報告事例等

許認可手続き及び
報告手続きの不備

国への報告・記録等
に係る不備

A ０件 ０件 ０件

B ７件 ２件 ０件

C ５件 ２１件 ２件

D ７件 ０件 ２件

合計 １９件 ２３件 ４件

表－６　評価区分別確認件数の総括表
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染
範

囲
は

床
面

全
体

(約
1
8
m

2
)、

廃
液

の
放

射
能

濃
度

は
0
.3

5
 B

q/
c
m

3
（
天

然
ウ

ラ
ン

）
で

あ
っ

た
。

流
出

の
原

因
は

、
床

ダ
ク

ト
ス

ペ
ー

ス
内

に
お

い
て

当
該

排
水

管
が

未
接

続
で

あ
っ

た
た

め
で

あ
る

。
昭

和
4
2
年

3
月

、
溜

ま
っ

て
い

た
廃

液
を

回
収

し
た

。
　

昭
和

5
6
年

4
月

、
当

該
汚

染
に

関
す

る
放

射
線

管
理

報
告

書
の

記
録

に
よ

る
と

十
分

な
除

染
が

実
施

さ
れ

て
い

な
い

こ
と

か
ら

汚
染

状
況

を
調

査
し

た
と

こ
ろ

、
ダ

ク
ト

ス
ペ

ー
ス

内
の

床
に

天
然

ウ
ラ

ン
に

よ
る

汚
染

（
最

大
α

：
3
.4

 B
q/

c
m

2
）
を

確
認

し
た

。
昭

和
5
7
年

7
月

に
除

染
を

行
う

と
と

も
に

、
汚

染
箇

所
の

埋
め

込
み

処
置

を
行

っ
た

。
　

平
成

1
9
年

7
月

の
調

査
に

お
い

て
、

壁
面

の
一

部
に

当
時

見
逃

さ
れ

て
い

た
非

遊
離

性

の
局

所
汚

染
（
α

：
0
.7

1
 B

q/
c
m

2
（
天

然
ウ

ラ
ン

）
）
が

確
認

さ
れ

た
。

そ
れ

以
外

の
ダ

ク
ト

ス
ペ

ー
ス

内
の

箇
所

で
汚

染
は

検
出

さ
れ

な
か

っ
た

。
　

廃
液

漏
え

い
の

原
因

と
な

っ
た

実
験

設
備

は
既

に
撤

去
さ

れ
て

お
り

、
さ

ら
に

再
処

理
特

別
研

究
棟

は
現

在
廃

止
措

置
中

で
あ

る
。

B

2
S
4
0
.5

.2
0

原
子

力
科

学
研

究
所

(再
処

理
特

別
研

究
棟

)

再
処

理
特

別
研

究
棟

　
排

風
機

室
に

お
け

る
漏

え
い

に
関

す
る

報
告

漏
れ

（
管

理
区

域
外

・
北

側
壁

）

　
昭

和
4
0
年

5
月

、
圧

力
調

整
ミ

ス
に

よ
り

硝
酸

ウ
ラ

ン
溶

液
が

ベ
ン

ト
配

管
出

口
か

ら
管

理
区

域
外

の
排

風
機

室
北

側
に

漏
え

い
し

た
。

同
年

7
月

に
除

染
を

実
施

し
た

が
固

着
性

汚
染

が
残

存
し

た
（
汚

染
面

積
：
約

9
m

2
、

汚
染

核
種

：
天

然
ウ

ラ
ン

）
。

　
昭

和
5
6
年

4
月

、
放

射
線

管
理

報
告

書
に

よ
り

、
汚

染
が

十
分

に
除

去
さ

れ
て

い
な

い
可

能
性

が
あ

る
こ

と
か

ら
、

汚
染

状
況

を
調

査
し

た
と

こ
ろ

、
床

面
で

最
大

α
：
8
3

B
q/

c
m

2
、

床
ダ

ク
ト

ス
ペ

ー
ス

ハ
ッ

チ
で

最
大

α
：
2
1
 B

q/
c
m

2
の

汚
染

が
確

認
さ

れ
た

（
汚

染
面

積
：
約

2
m

2
、

汚
染

核
種

：
天

然
ウ

ラ
ン

）
。

昭
和

5
7
年

7
月

に
ハ

ツ
リ

及
び

埋
め

込
み

等
に

よ
る

処
置

を
行

っ
た

。

　
平

成
1
9
年

7
月

の
調

査
に

お
い

て
、

排
風

機
室

北
側

の
壁

面
（
汚

染
面

積
：
約

4
m

2
）
で

最
大

α
：
6
.9

 B
q/

c
m

2
の

汚
染

が
確

認
さ

れ
た

。
汚

染
核

種
は

天
然

ウ
ラ

ン
で

あ
り

、
遊

離
性

汚
染

は
確

認
さ

れ
な

か
っ

た
。

　
廃

液
漏

え
い

の
原

因
と

な
っ

た
実

験
設

備
は

既
に

撤
去

さ
れ

て
お

り
、

さ
ら

に
再

処
理

特
別

研
究

棟
は

現
在

廃
止

措
置

中
で

あ
る

。

B

別
表

－
１

　
事

故
・
故

障
等

に
係

る
法

令
報

告
事

例
の

調
査

結
果

1



N
o
.

発
生

時
期

拠
点

名
(施

設
名

)
件

名
概

要
評

価
区

分
備

考

3
S
3
6
～

S
3
9

原
子

力
科

学
研

究
所

(再
処

理
試

験
室

)

再
処

理
試

験
室

北
側

ド
ラ

イ
エ

リ
ア

に
お

け
る

漏
え

い
に

関
す

る
報

告
漏

れ
（
管

理
区

域
外

）

　
管

理
区

域
外

の
再

処
理

試
験

室
北

側
ド

ラ
イ

エ
リ

ア
内

(コ
ン

ク
リ

ー
ト

床
)に

ウ
ラ

ン
溶

液
を

入
れ

た
ド

ラ
ム

缶
を

風
雨

に
さ

ら
さ

れ
る

状
態

で
保

管
し

て
い

た
た

め
、

昭
和

3
6
年

～
3
9
年

に
複

数
回

の
汚

染
が

発
生

し
、

そ
の

都
度

除
染

等
の

処
置

を
行

っ
た

。
昭

和
4
0

年
3
月

に
汚

染
の

原
因

と
な

っ
た

ド
ラ

ム
缶

を
搬

出
し

、
同

年
5
月

に
ド

ラ
イ

エ
リ

ア
の

除
染

の
た

め
の

は
つ

り
作

業
を

行
っ

た
。

床
面

等
に

1
0
～

2
0
dp

m
/
c
m

2
(0

.1
7
～

0
.3

3
 B

q/
c
m

2
)

の
汚

染
の

残
留

が
確

認
さ

れ
て

い
た

た
め

、
塗

り
込

め
た

。
　

昭
和

5
7
年

4
月

に
汚

染
状

況
を

調
査

し
た

と
こ

ろ
、

塗
り

込
め

た
場

所
と

は
別

の
部

分
で

最
大

2
,4

0
0
dp

m
/
2
0
c
m

2
(2

B
q/

c
m

2
)の

汚
染

が
確

認
さ

れ
た

。
汚

染
が

固
着

性
で

あ
る

こ
と

か
ら

除
染

等
の

処
置

を
取

ら
な

か
っ

た
。

　
平

成
1
9
年

7
月

の
調

査
に

お
い

て
、

ド
ラ

イ
エ

リ
ア

内
で

の
上

記
汚

染
を

確
認

す
る

と
と

も
に

、
新

た
に

周
辺

土
壌

に
2
.8

 B
q/

gの
天

然
ウ

ラ
ン

に
よ

る
汚

染
を

確
認

し
た

。
　

ド
ラ

ム
缶

は
昭

和
4
0
年

3
月

に
撤

去
さ

れ
て

お
り

、
再

処
理

試
験

室
は

平
成

2
0
年

度
よ

り
廃

止
措

置
を

実
施

す
る

予
定

で
あ

る
。

B

4
S
3
4
～

S
4
0

原
子

力
科

学
研

究
所

(再
処

理
試

験
室

及
び

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

研
究

２
棟

)

再
処

理
試

験
室

－
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
研

究
２

棟
周

辺
（
屋

外
）
に

お
け

る
漏

え
い

の
痕

跡
の

発
見

（
管

理
区

域
外

）

　
平

成
1
9
年

7
月

の
調

査
に

お
い

て
、

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

研
究

2
棟

東
側

消
火

栓
付

近
土

壌
及

び
再

処
理

試
験

室
－

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

研
究

2
棟

間
南

側
土

壌
に

C
s-

1
3
7
に

よ
る

汚
染

を
発

見
し

た
。

汚
染

密
度

は
、

2
6
.7

 B
q/

g及
び

1
3
.2

 B
q/

g、
汚

染
の

拡
が

り
は

、
直

径
5
0

c
m

程
度

及
び

直
径

3
0
 c

m
程

度
で

あ
っ

た
。

　
こ

れ
ら

の
汚

染
の

原
因

と
な

り
う

る
ト

ラ
ブ

ル
と

し
て

以
下

の
3
件

が
あ

る
。

　
・
昭

和
3
4
年

1
0
月

の
再

処
理

試
験

室
廃

液
タ

ン
ク

排
出

ポ
ン

プ
か

ら
の

噴
出

　
・
昭

和
3
7
年

8
月

の
廃

液
タ

ン
ク

か
ら

の
廃

液
溢

出
  
・
昭

和
3
9
年

～
4
0
年

の
仮

設
廃

液
タ

ン
ク

の
バ

ル
ブ

開
放

に
よ

る
廃

液
の

大
地

へ
の

放
出 　

ま
た

、
深

さ
約

6
0
c
m

の
地

中
に

埋
ま

っ
て

い
た

汚
染

器
具

(表
面

線
量

率
4
0
μ

S
v/

h
、

C
s-

1
3
7
)が

発
見

さ
れ

た
。

　
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
研

究
2
棟

は
現

在
廃

止
措

置
中

で
あ

り
、

再
処

理
試

験
室

は
平

成
2
0
年

度
よ

り
廃

止
措

置
を

実
施

す
る

予
定

で
あ

る
。

B

2



N
o
.

発
生

時
期

拠
点

名
(施

設
名

)
件

名
概

要
評

価
区

分
備

考

5
S
3
5
.7

原
子

力
科

学
研

究
所

(開
発

試
験

室
建

家
の

蒸
気

管
引

込
溝

)

開
発

試
験

室
蒸

気
管

引
込

溝
に

お
け

る
漏

え
い

の
痕

跡
の

発
見

（
管

理
区

域
外

）

　
平

成
1
9
年

7
月

の
調

査
に

お
い

て
、

開
発

試
験

室
建

家
の

蒸
気

管
引

込
溝

及
び

集
水

ピ
ッ

ト
に

お
い

て
最

大
2
8
B

q/
c
m

２
、

並
び

に
リ

タ
ー

ン
ポ

ン
プ

室
で

2
.1

B
q
/
c
m

２
の

汚
染

が
発

見
さ

れ
た

。
集

水
ピ

ッ
ト

底
部

の
汚

染
核

種
は

ト
リ

ウ
ム

で
あ

る
。

　
開

発
試

験
室

建
家

の
蒸

気
管

引
込

溝
内

に
水

均
質

臨
界

実
験

装
置

（
A

H
C

F
）
か

ら
放

射
性

廃
液

貯
槽

へ
放

射
性

廃
液

を
送

る
ホ

ッ
ト

排
水

管
が

設
置

さ
れ

て
い

た
。

昭
和

3
5
年

7
月

頃
、

当
該

ホ
ッ

ト
排

水
管

に
関

す
る

工
事

不
良

が
あ

り
、

引
込

溝
に

ホ
ッ

ト
廃

液
が

流
出

し
た

。
同

年
1
0
月

に
除

染
が

行
わ

れ
た

。

B

6
不

明

原
子

力
科

学
研

究
所

(廃
液

輸
送

管
(廃

棄
物

処
理

場
))

廃
液

輸
送

管
点

検
孔

内
に

お
け

る
漏

え
い

の
痕

跡
の

発
見

（
管

理
区

域
外

）

　
平

成
1
9
年

7
月

の
調

査
に

お
い

て
、

廃
液

輸
送

管
点

検
孔

内
の

以
下

の
汚

染
を

発
見

し
た

。
1
. 
廃

棄
物

処
理

場
閉

止
箇

所
(J

P
D

R
廃

液
輸

送
管

)フ
ラ

ン
ジ

部
周

辺
の

土
砂

の
汚

染

　
採

取
し

た
土

砂
試

料
か

ら
C

s-
1
3
7
：
1
.5

B
q/

g、
C

o
-
6
0
：
8
.9

×
1
0

-
3
B

q/
gの

汚
染

が
検

出
さ

れ
た

。
2
. 
ホ

ッ
ト

ラ
ボ

側
第

１
閉

止
弁

及
び

浄
水

注
入

弁
周

辺
の

土
砂

の
汚

染
　

採
取

し
た

2
箇

所
の

土
砂

試
料

か
ら

C
s-

1
3
7
：
2
.0

B
q/

g、
1
.2

B
q/

gが
検

出
さ

れ
た

。
　

J
P

D
R

廃
液

輸
送

管
は

平
成

4
年

に
、

ホ
ッ

ト
ラ

ボ
廃

液
輸

送
管

は
昭

和
6
0
年

に
そ

れ
ぞ

れ
一

時
的

な
管

理
区

域
を

設
定

し
閉

止
措

置
を

行
っ

た
。

J
P

D
R

廃
液

輸
送

管
は

、
現

在
、

原
子

炉
、

核
燃

、
R

Iい
ず

れ
の

許
可

か
ら

も
外

れ
て

い
る

。
今

回
発

見
さ

れ
た

汚
染

は
、

閉
止

措
置

に
係

る
作

業
時

に
発

生
し

た
と

推
定

さ
れ

る
。

B

7
不

明

原
子

力
科

学
研

究
所

(廃
液

輸
送

管
(廃

棄
物

処
理

場
))

廃
液

輸
送

管
ホ

ッ
ト

ラ
ボ

建
家

内
点

検
孔

開
閉

弁
か

ら
の

漏
え

い
の

痕
跡

の
発

見
（
管

理
区

域
外

）

　
平

成
1
9
年

7
月

の
調

査
に

お
い

て
、

ホ
ッ

ト
ラ

ボ
建

家
化

学
ロ

ー
デ

ィ
ン

グ
ド

ッ
ク

内
の

点

検
孔

内
に

あ
る

廃
液

輸
送

管
開

閉
弁

の
表

面
に

C
s-

1
3
7
：
約

7
.4

 B
q/

c
m

2
の

汚
染

を
発

見
し

た
。

　
ホ

ッ
ト

ラ
ボ

廃
液

輸
送

管
は

、
既

に
ホ

ッ
ト

ラ
ボ

と
切

り
離

さ
れ

、
配

管
フ

ラ
ン

ジ
部

等
を

止
栓

す
る

閉
止

措
置

が
実

施
さ

れ
て

い
る

。
　

上
記

汚
染

は
、

本
点

検
孔

が
重

量
物

を
運

搬
す

る
フ

ォ
ー

ク
リ

フ
ト

等
の

通
過

位
置

に
あ

た
る

こ
と

か
ら

、
フ

ォ
ー

ク
リ

フ
ト

等
の

通
過

に
よ

り
、

開
閉

弁
に

繰
返

し
荷

重
が

加
わ

り
、

放
射

性
物

質
が

漏
え

い
し

た
と

推
定

さ
れ

る
。

漏
え

い
時

期
は

不
明

で
あ

る
。

B

3



N
o
.

発
生

時
期

拠
点

名
(施

設
名

)
件

名
概

要
評

価
区

分
備

考

1
S
4
2
～

S
5
5

原
子

力
科

学
研

究
所

(再
処

理
特

別
研

究
棟

)

再
処

理
特

別
研

究
棟

　
撤

去
資

材
倉

庫
の

床
の

汚
染

の
発

見
（
管

理
区

域
外

）

　
平

成
1
9
年

7
月

の
調

査
に

お
い

て
、

再
処

理
特

別
研

究
棟

の
管

理
区

域
外

で
あ

る
撤

去
資

材
倉

庫
内

で
汚

染
を

発
見

し
た

。
床

面
に

、
天

然
ウ

ラ
ン

に
よ

る
固

着
性

の
汚

染
（
最

大
1
5
 B

q/
c
m

2
(α

)）
が

1
1
箇

所
（
最

小
0
.0

6
 m

2
、

最
大

0
.6

 m
2
）
確

認
さ

れ
た

。
　

本
倉

庫
は

、
天

然
ウ

ラ
ン

で
汚

染
し

た
配

管
等

の
汚

染
資

材
を

保
管

す
る

た
め

、
昭

和
4
1
年

に
設

置
さ

れ
た

。
汚

染
資

材
は

、
昭

和
4
2
年

に
倉

庫
に

搬
入

さ
れ

、
昭

和
5
5
年

に
撤

去
さ

れ
た

。
本

倉
庫

は
、

設
置

当
時

か
ら

昭
和

4
7
年

度
第

1
四

半
期

ま
で

は
管

理
区

域
に

設
定

さ
れ

て
お

り
、

そ
の

後
は

管
理

区
域

の
設

定
か

ら
外

さ
れ

て
い

た
。

　
現

在
、

当
該

倉
庫

に
は

汚
染

さ
れ

た
資

材
は

保
管

さ
れ

て
い

な
い

。

C

2
H

1
.1

0
.3

原
子

力
科

学
研

究
所

(廃
液

輸
送

管
(廃

棄
物

処
理

場
))

廃
液

輸
送

管
中

継
ポ

ン
プ

室
ピ

ッ
ト

及
び

Ａ
ポ

ン
プ

室
Ｕ

字
溝

の
汚

染
検

出
の

連
絡

漏
れ

（
管

理
区

域
外

）

  
平

成
元

年
8
月

、
中

継
ポ

ン
プ

室
内

の
タ

ン
ク

の
液

位
計

の
点

検
時

に
、

中
継

ポ
ン

プ
室

内
の

床
面

を
汚

染
さ

せ
た

。
汚

染
し

た
床

面
を

洗
浄

し
た

際
の

放
射

性
物

質
を

含
ん

だ
洗

浄
水

が
ピ

ッ
ト

内
部

に
溜

ま
っ

た
。

そ
の

溜
り

水
の

上
水

か
ら

有
意

な
汚

染
が

確
認

で
き

な
か

っ
た

こ
と

か
ら

、
溜

り
水

を
仮

設
ポ

ン
プ

に
よ

り
ポ

ン
プ

ア
ッ

プ
し

て
A

ポ
ン

プ
室

屋
外

に
設

置
さ

れ
て

い
る

U
字

溝
か

ら
第

2
排

水
溝

に
排

水
し

た
た

め
、

U
字

溝
部

も
汚

染
し

た
。

  
平

成
元

年
1
0
月

、
定

期
サ

ー
ベ

イ
の

際
に

中
継

ポ
ン

プ
室

床
面

及
び

A
ポ

ン
プ

室
屋

外

U
字

溝
に

5
.3

B
q/

c
m

2
の

汚
染

（
汚

染
核

種
C

o
-
6
0
、

C
s-

1
3
7
）
を

発
見

し
、

除
染

を
行

っ
た

が
汚

染
が

残
っ

た
箇

所
に

セ
メ

ン
ト

を
塗

布
し

た
。

  
平

成
1
9
年

8
月

の
調

査
に

お
い

て
、

管
理

区
域

外
の

中
継

ポ
ン

プ
室

ピ
ッ

ト
内

部
で

汚

染
を

発
見

し
た

。
汚

染
レ

ベ
ル

は
、

ピ
ッ

ト
内

で
、

最
大

β
（
γ

）
：
4
.6

B
q/

c
m

2
で

あ
っ

た
。

　
な

お
、

第
2
排

水
溝

か
ら

の
排

水
に

つ
い

て
は

、
第

2
排

水
溝

出
口

に
お

い
て

排
水

中
の

放
出

濃
度

を
常

時
監

視
し

て
お

り
、

排
出

基
準

値
を

超
え

る
異

常
値

は
検

出
さ

れ
て

い
な

い
。

C

3
不

明

原
子

力
科

学
研

究
所

(廃
液

輸
送

管
(廃

棄
物

処
理

場
))

廃
液

輸
送

管
ホ

ッ
ト

ラ
ボ

建
家

外
逆

止
弁

養
生

ウ
エ

ス
の

汚
染

の
発

見
（
管

理
区

域
外

）

　
平

成
1
9
年

7
月

の
調

査
に

お
い

て
、

ホ
ッ

ト
ラ

ボ
建

家
外

点
検

孔
内

の
逆

止
弁

を
養

生
し

た
ウ

エ
ス

の
上

部
に

、
C

s-
1
3
7
：
約

5
4
B

q/
c
m

2
の

汚
染

を
発

見
し

た
（
汚

染
範

囲
：
2
0

c
m

2
程

度
）
。

汚
染

は
ウ

エ
ス

の
み

で
あ

り
、

そ
の

ウ
エ

ス
は

撤
去

し
た

。
　

ホ
ッ

ト
ラ

ボ
廃

液
輸

送
管

は
、

既
に

ホ
ッ

ト
ラ

ボ
と

切
り

離
さ

れ
、

配
管

フ
ラ

ン
ジ

部
等

を
止

栓
す

る
閉

止
措

置
が

実
施

さ
れ

て
い

る
。

　
ホ

ッ
ト

ラ
ボ

廃
液

輸
送

管
は

昭
和

6
0
年

に
一

時
的

な
管

理
区

域
を

設
定

し
閉

止
措

置
を

行
っ

た
。

今
回

発
見

さ
れ

た
汚

染
は

、
閉

止
措

置
に

係
る

作
業

時
に

発
生

し
た

と
推

定
さ

れ
る

。

C

別
表

－
２

　
関

係
機

関
に

連
絡

す
べ

き
で

あ
っ

た
と

考
え

ら
れ

る
事

例

4



N
o
.

発
生

時
期

拠
点

名
(施

設
名

)
件

名
概

要
評

価
区

分
備

考

4
S
6
2
～

H
7

原
子

力
科

学
研

究
所

(保
管

廃
棄

施
設

)

保
管

廃
棄

施
設

半
地

下
式

ピ
ッ

ト
汚

染
検

出
の

連
絡

漏
れ

　
昭

和
6
2
年

1
2
月

以
降

の
調

査
に

お
い

て
、

第
2
種

管
理

区
域

で
あ

る
L
ピ

ッ
ト

に
つ

い
て

下
記

の
汚

染
が

検
出

さ
れ

た
が

、
関

係
機

関
に

連
絡

し
な

か
っ

た
。

①
昭

和
6
2
年

1
2
月

の
点

検
に

お
い

て
、

6
基

の
う

ち
5
基

の
内

面
に

最
大

5
5
B

q/
c
m

2
の

汚
染

が
認

め
ら

れ
た

。
こ

れ
ら

の
結

果
を

受
け

て
、

昭
和

6
3
年

～
平

成
3
年

に
か

け
て

約
1
3
,0

0
0
本

の
保

管
体

に
つ

い
て

詰
替

え
ま

た
は

オ
ー

バ
ー

パ
ッ

ク
を

行
っ

た
。

②
昭

和
6
2
年

1
2
月

の
点

検
に

お
い

て
3
基

の
溜

り
水

か
ら

、
排

水
中

濃
度

限
度

6
0
B

q/
c
m

3
を

超
え

る
H

-
3
（
最

大
4
1
0
B

q/
c
m

3
）
が

検
出

さ
れ

た
。

③
平

成
7
年

9
月

の
点

検
に

お
い

て
、

1
3
基

の
集

水
枡

に
溜

り
水

が
認

め
ら

れ
、

そ
の

う
ち

3
基

の
溜

り
水

か
ら

H
-
3
（
最

大
3
2
0
B

q/
c
m

3
）
が

検
出

さ
れ

た
。

そ
の

後
、

雨
樋

補
修

等
の

雨
水

浸
入

防
止

措
置

を
施

し
た

。
現

在
は

、
L
ピ

ッ
ト

内
に

溜
り

水
は

認
め

ら
れ

な
い

。
　

な
お

、
平

成
9
年

か
ら

、
ピ

ッ
ト

か
ら

放
射

性
物

質
が

漏
え

い
し

て
い

な
い

こ
と

を
、

年
2

回
、

ピ
ッ

ト
周

辺
の

観
測

井
戸

か
ら

採
取

し
た

地
下

水
の

放
射

能
測

定
を

行
う

こ
と

に
よ

り
確

認
し

て
い

る
。

D

5
H

1
0
～

H
1
7

原
子

力
科

学
研

究
所

(保
管

廃
棄

施
設

)

廃
棄

物
保

管
棟

・
I及

び
Ⅱ

（
北

地
区

）
 汚

染
検

出
の

連
絡

漏
れ

  
平

成
1
0
年

度
以

降
の

調
査

に
お

い
て

、
第

2
種

管
理

区
域

で
あ

る
廃

棄
物

保
管

棟
・
Ⅰ

及
び

Ⅱ
に

つ
い

て
下

記
の

汚
染

が
検

出
さ

れ
た

が
、

関
係

機
関

に
連

絡
し

な
か

っ
た

。
①

平
成

1
0
年

～
1
4
年

度
に

廃
棄

物
保

管
棟

・
I及

び
Ⅱ

に
お

い
て

、
腐

食
に

よ
り

液
漏

れ
を

起
こ

し
た

ド
ラ

ム
缶

保
管

体
が

1
2
5
本

発
見

さ
れ

、
直

ち
に

除
染

し
た

（
汚

染
デ

ー
タ

無
し

）
。

腐
食

が
進

行
し

た
ド

ラ
ム

缶
に

つ
い

て
は

、
オ

ー
バ

ー
パ

ッ
ク

し
た

。
②

平
成

1
7
年

6
月

に
保

管
体

か
ら

の
ア

ス
フ

ァ
ル

ト
固

化
物

の
漏

出
を

発
見

し
た

。
漏

出
し

た
ア

ス
フ

ァ
ル

ト
の

汚
染

レ
ベ

ル
は

、
最

大
で

β
（
γ

）
：
3
6
B

q/
c
m

2
で

あ
っ

た
。

発
見

後
直

ち
に

除
染

し
た

。
　

保
管

室
内

で
の

汚
染

の
発

生
で

あ
り

、
保

管
室

外
部

に
拡

大
し

な
か

っ
た

こ
と

か
ら

、
環

境
へ

の
影

響
は

な
か

っ
た

。

D

5



N
o
.

発
生

時
期

拠
点

名
(施

設
名

)
件

名
概

要
評

価
区

分
備

考

6
H

1
.1

0
.1

3

核
燃

料
サ

イ
ク

ル
工

学
研

究
所

(プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

燃
料

第
三

開
発

室
)

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

燃
料

第
三

開
発

室
粉

砕
設

備
に

お
け

る
グ

ロ
ー

ブ
交

換
中

の
作

業
員

の
汚

染
に

つ
い

て

　
平

成
元

年
1
0
月

1
3
日

（
金

）
に

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

燃
料

第
三

開
発

室
仕

上
検

査
室

(2
)粉

砕
設

備
に

お
い

て
作

業
者

2
名

（
主

作
業

者
、

補
助

作
業

者
）
が

グ
ロ

ー
ブ

交
換

作
業

を
実

施
中

、
新

グ
ロ

ー
ブ

用
の

イ
ン

ナ
ー

リ
ン

グ
が

ず
れ

て
、

空
気

汚
染

が
発

生
し

α
線

用
空

気
モ

ニ
タ

の
警

報
が

吹
鳴

し
た

。
本

汚
染

に
よ

り
9
名

の
作

業
者

は
、

カ
バ

ー
オ

ー
ル

、
身

体
（
皮

膚
、

頭
髪

）
等

を
汚

染
し

た
。

主
作

業
者

は
、

鼻
ス

ミ
ア

が
有

意
で

あ
り

、
鼻

腔
除

染
と

シ
ャ

ワ
ー

に
よ

る
身

体
除

染
を

実
施

し
た

。
な

お
、

当
該

施
設

の
排

気
モ

ニ
タ

の
記

録
は

、
通

常
の

変
動

範
囲

内
で

あ
り

、
環

境
へ

の
影

響
は

な
か

っ
た

こ
と

を
確

認
し

た
。

　
当

該
室

の
空

気
中

放
射

性
物

質
濃

度
は

、
α

線
用

空
気

モ
ニ

タ
の

記
録

か
ら

α
核

種

で
約

5
.1

×
1
0

-
8
B

q/
c
m

3
と

評
価

さ
れ

、
使

用
施

設
保

安
規

定
に

基
づ

く
立

入
制

限
区

域

設
定

基
準

（
2
.4

×
1
0

-
7
B

q/
c
m

3
）
を

下
回

っ
て

い
る

こ
と

を
確

認
し

た
。

　
主

作
業

者
の

被
ば

く
線

量
は

、
内

部
被

ば
く
線

量
1
2
m

S
vと

評
価

さ
れ

、
外

部
被

ば
く
線

量
6
.2

m
S
vと

合
計

し
て

も
1
8
.2

m
S
vで

あ
り

、
実

効
線

量
当

量
で

法
令

に
定

め
る

線
量

当
量

限
度

（
5
0
m

S
v）

を
超

え
な

い
値

で
あ

っ
た

こ
と

を
確

認
し

た
。

組
織

線
量

当
量

に
お

い
て

も
線

量
当

量
限

度
を

超
え

な
い

値
で

あ
っ

た
こ

と
を

確
認

し
た

。

D

7
H

2
.3

.1
6

核
燃

料
サ

イ
ク

ル
工

学
研

究
所

(プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

燃
料

第
三

開
発

室
)

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

燃
料

第
三

開
発

室
に

お
け

る
連

続
予

備
焼

結
設

備
か

ら
の

空
気

汚
染

に
よ

る
作

業
員

の
汚

染
に

つ
い

て

　
平

成
2
年

3
月

1
6
日

（
金

）
に

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

燃
料

第
三

開
発

室
焼

結
室

に
お

い
て

作
業

者
3
名

が
作

業
中

、
連

続
予

備
焼

結
設

備
か

ら
の

空
気

汚
染

が
発

生
し

α
線

用
空

気
モ

ニ
タ

の
警

報
が

吹
鳴

し
た

。
作

業
者

2
名

は
鼻

ス
ミ

ア
が

有
意

で
あ

り
、

鼻
腔

除
染

を
実

施
し

た
。

　
な

お
、

当
該

施
設

の
排

気
モ

ニ
タ

の
記

録
は

、
通

常
の

変
動

範
囲

内
で

あ
り

、
環

境
へ

の
影

響
は

な
か

っ
た

こ
と

を
確

認
し

た
。

　
当

該
室

の
空

気
中

放
射

性
物

質
濃

度
は

、
α

線
用

空
気

モ
ニ

タ
の

記
録

か
ら

α
核

種

で
約

3
.9

×
1
0

-
8
B

q/
c
m

3
と

評
価

さ
れ

、
使

用
施

設
保

安
規

定
に

基
づ

く
立

入
制

限
区

域

設
定

基
準

（
2
.4

×
1
0

-
7
B

q/
c
m

3
）
を

下
回

っ
て

い
る

こ
と

を
確

認
し

た
。

　
当

該
作

業
者

2
名

の
被

ば
く
線

量
は

、
内

部
被

ば
く
線

量
9
.5

m
S
vと

評
価

さ
れ

、
外

部
被

ば
く
線

量
1
.4

m
S
v及

び
0
.7

m
S
vと

合
計

し
て

も
1
0
.9

m
S
v及

び
1
0
.2

m
S
vで

あ
り

、
実

効
線

量
当

量
で

法
令

に
定

め
る

線
量

当
量

限
度

（
5
0
m

S
v）

を
超

え
な

い
値

で
あ

っ
た

こ
と

を
確

認
し

た
。

組
織

線
量

当
量

に
お

い
て

も
線

量
当

量
限

度
を

超
え

な
い

値
で

あ
っ

た
こ

と
を

確
認

し
た

。

D
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N
o
.

発
生

時
期

拠
点

名
(施

設
名

)
件

名
概

要
評

価
区

分
備

考

8
H

7
.2

.9

核
燃

料
サ

イ
ク

ル
工

学
研

究
所

(プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

燃
料

第
三

開
発

室
)

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

燃
料

第
三

開
発

室
の

管
理

区
域

内
で

回
収

し
た

冷
却

水
の

不
適

切
な

管
理

に
つ

い
て

　
平

成
７

年
2
月

9
日

（
木

）
に

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

燃
料

第
三

開
発

室
の

焼
結

設
備

撤
去

に
伴

い
管

理
区

域
内

で
回

収
し

た
冷

却
水

約
1
2
0
リ

ッ
ト

ル
を

、
ロ

ー
デ

ィ
ン

グ
ド

ッ
ク

外
（
非

管
理

区
域

）
の

地
表

及
び

排
水

溝
に

流
し

た
。

　
な

お
、

冷
却

水
に

つ
い

て
は

、
当

該
設

備
を

全
体

の
冷

却
水

系
統

か
ら

分
離

す
る

前
と

設
備

撤
去

後
に

サ
ン

プ
リ

ン
グ

・
分

析
し

た
デ

ー
タ

が
残

っ
て

お
り

、
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
取

扱

施
設

処
理

済
廃

液
の

放
出

基
準

（
全

α
<
1
.0

×
1
0

-
3
B

q/
c
m

3
、

全
β

<
3
.0

×
1
0

-

2
B

q/
c
m

3
）
を

下
回

っ
て

い
る

こ
と

を
確

認
し

た
。

　
今

回
の

調
査

に
お

い
て

、
ロ

ー
デ

ィ
ン

グ
ド

ッ
ク

周
辺

の
冷

却
水

を
流

し
た

場
所

の
土

壌
表

面
を

ダ
イ

レ
ク

ト
サ

ー
ベ

イ
し

た
結

果
は

異
常

な
く
、

土
壌

の
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
分

析
で

も
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
は

検
出

さ
れ

な
か

っ
た

。

D

9
S
4
5
.1

0
.2

大
洗

研
究

開
発

セ
ン

タ
ー

(ラ
ジ

オ
グ

ラ
フ

ィ
棟

)

Ir
-
1
9
2
線

源
の

ラ
ジ

オ
グ

ラ
フ

ィ
棟

外
(第

２
種

管
理

区
域

)で
の

破
損

　
ラ

ジ
オ

グ
ラ

フ
ィ

棟
周

辺
第

2
種

管
理

区
域

内
で

放
管

員
の

サ
ー

ベ
イ

メ
ー

タ
に

よ
り

Ir
-

1
9
2
裸

線
源

２
個

が
確

認
さ

れ
た

。
線

源
は

、
2
m

m
φ

×
0
.2

m
m

tの
円

板
状

金
属

2
枚

で
あ

り
、

う
ち

1
枚

は
2
つ

に
割

れ
て

い
た

。
線

源
の

放
射

能
は

、
1
0
月

1
日

現
在

、
1
枚

当
た

り
約

2
m

C
iで

あ
っ

た
。

 タ
ン

グ
ス

テ
ン

板
に

貼
り

付
け

ら
れ

て
い

た
が

は
が

れ
、

別
の

作
業

終
了

時
に

ご
み

と
し

て
持

ち
出

さ
れ

焼
却

場
手

前
に

落
下

し
た

も
の

と
考

え
ら

れ
る

。

　
線

源
の

落
ち

て
い

た
場

所
（
第

2
種

管
理

区
域

）
の

土
壌

の
放

射
能

は
4
×

1
0

-
5
μ

C
i/

g

(1
.4

8
B

q/
g)

で
あ

っ
た

。
土

の
放

射
性

物
質

が
１

c
m

２
の

表
面

上
に

析
出

し
て

い
た

と
仮

定
す

る
と

表
面

密
度

は
当

時
の

管
理

区
域

設
定

基
準

値
（
1
0

-
４
µ
C

i/
c
m

2
）
を

下
回

る
。

　
土

壌
の

処
置

に
つ

い
て

の
詳

細
は

不
明

で
あ

る
が

、
Ir
-
1
9
2
の

半
減

期
は

約
7
4
日

で
あ

り
、

現
在

へ
の

影
響

は
な

い
。

C
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N
o
.

発
生

時
期

拠
点

名
(施

設
名

)
件

名
概

要
評

価
区

分
備

考

1
0

S
4
7
.1

0
.3

1

大
洗

研
究

開
発

セ
ン

タ
ー

(原
子

炉
施

設
(J

M
T
R

)共
用

施
設

・
J
M

T
R

洗
濯

場
外

)側
)

J
M

T
R

倉
庫

周
辺

の
汚

染

　
管

理
区

域
内

作
業

に
使

用
す

る
ワ

ン
ピ

ー
ス

等
の

洗
濯

に
つ

い
て

は
、

J
M

T
R

原
子

炉
施

設
の

付
属

施
設

と
し

て
Ｊ
Ｍ

Ｔ
Ｒ

倉
庫

の
一

角
に

洗
濯

場
を

昭
和

5
2
年

頃
ま

で
設

置
し

、
実

施
し

て
い

た
。

　
昭

和
4
7
年

1
0
月

3
1
日

放
射

線
管

理
を

担
当

し
て

い
た

Ｊ
Ｍ

Ｔ
Ｒ

放
管

が
第

2
種

管
理

区
域

及
び

建
家

の
定

期
パ

ト
ロ

ー
ル

に
お

い
て

洗
濯

場
周

辺
に

綿
状

の
ゴ

ミ
が

広
が

っ
て

お
り

、
そ

の
地

面
に

汚
染

が
あ

る
こ

と
を

確
認

し
た

。
サ

ー
ベ

イ
の

結
果

、
綿

状
の

ゴ
ミ

の

広
が

り
面

積
は

約
4
m

2
、

汚
染

面
積

は
1
m

2
、

最
大

汚
染

度
は

3
0
0
0
dp

m
/
5
c
m

2

(1
0
B

q/
c
m

2
）
、

核
種

は
6
0
C

o
で

あ
っ

た
。

　
綿

状
の

ゴ
ミ

を
回

収
し

,P
H

A
に

て
測

定
後

、
放

射
性

廃
棄

物
と

し
て

廃
棄

処
分

し
た

。
汚

染
土

(深
さ

5
c
m

)、
芝

(1
.4

m
2
)を

カ
ー

ト
ン

ボ
ッ

ク
ス

に
回

収
し

、
廃

棄
処

分
と

し
た

。
推

定
原

因
と

し
て

、
洗

濯
物

乾
燥

器
の

排
気

に
フ

ィ
ル

タ
が

無
く
排

気
口

か
ら

放
出

さ
れ

た
も

の
と

考
え

ら
れ

る
た

め
排

気
口

に
フ

ィ
ル

タ
(ガ

ー
ゼ

)を
取

り
付

け
た

。
以

後
の

サ
ー

ベ
イ

で
は

汚
染

は
検

出
さ

れ
な

か
っ

た
。

　
表

面
密

度
は

平
均

で
3
×

1
0

-
5
µ
C

i/
c
m

2
で

あ
り

、
当

時
の

管
理

区
域

設
定

基
準

値

（
1
0

-
４
µ
C

i/
c
m

2
）
を

下
回

る
。

D

1
1

S
5
7
.1

0
.8

大
洗

研
究

開
発

セ
ン

タ
ー

(R
I利

用
開

発
棟

)

R
I利

用
開

発
棟

応
用

計
測

実
験

室
で

の
放

射
性

物
質

の
検

出

　
R

I棟
放

射
線

応
用

実
験

室
の

貯
蔵

箱
に

保
管

中
の

試
作

T
m

-
1
7
0
線

源
の

確
認

を
行

っ
て

い
た

職
員

1
人

の
手

及
び

衣
服

の
一

部
に

放
射

性
汚

染
が

発
見

さ
れ

た
。

手
の

汚
染

に
よ

り
居

室
(非

管
理

区
域

)の
機

材
の

一
部

(筆
記

用
具

等
)に

も
及

ん
で

い
た

。
筆

記
用

具
等

を
回

収
し

、
放

射
性

廃
棄

物
と

し
て

廃
棄

処
分

と
し

た
。

　
筆

記
用

具
の

表
面

密
度

は
1
.8

×
1
0

-
5
μ

C
i/

c
m

2
で

あ
り

、
当

時
の

管
理

区
域

設
定

基

準
や

物
品

の
持

ち
出

し
基

準
値

(共
に

1
0

-
4
μ

C
i/

c
m

2
)を

下
回

る
。

C

1
2

H
5
.1

1
.1

2

大
洗

研
究

開
発

セ
ン

タ
ー

(固
体

集
積

保
管

場
Ⅰ

)

固
体

集
積

保
管

場
Ⅰ

ス
ラ

ッ
ジ

の
放

射
能

測
定

結
果

に
つ

い
て

　
固

体
集

積
保

管
場

Ⅰ
内

の
雨

水
を

貯
め

る
集

水
ピ

ッ
ト

(非
管

理
区

域
)内

の
ス

ラ
ッ

ジ

か
ら

6
0
C

o
(9

.4
×

1
0

-
3
B

ｑ
/
ｇ
）
、

1
3
7
C

s(
6
×

1
0

-
2
B

q/
ｇ
）
を

検
出

。
集

水
ピ

ッ
ト

内
の

ス
ラ

ッ
ジ

は
回

収
さ

れ
、

集
水

ピ
ッ

ト
内

は
清

掃
さ

れ
た

。
詳

細
に

調
査

し
た

結
果

、
集

水
ピ

ッ
ト

内
の

ス
ラ

ッ
ジ

は
、

昭
和

5
7
年

7
月

及
び

昭
和

5
8
年

1
月

に
も

回
収

し
、

測
定

し
た

記
録

が
残

っ
て

お
り

同
レ

ベ
ル

の
放

射
能

が
検

出
さ

れ
て

い
る

。
な

お
、

廃
棄

物
を

保
管

し
て

い
る

固
体

集
積

場
内

か
ら

回
収

し
た

ゴ
ミ

に
つ

い
て

も
同

レ
ベ

ル
で

あ
っ

た
。

　
集

水
ピ

ッ
ト

は
、

一
般

排
水

溝
に

接
続

さ
れ

て
お

ら
ず

独
立

し
た

構
造

で
あ

る
。

集
水

さ
れ

た
雨

水
は

、
放

射
線

測
定

を
行

い
異

常
の

な
い

こ
と

を
確

認
し

て
排

出
し

て
い

た
。

ま
た

、
場

内
の

表
面

密
度

を
測

定
し

異
常

の
な

い
こ

と
及

び
保

管
物

に
異

常
の

な
い

こ
と

を
確

認
し

て
お

り
、

固
体

集
積

保
管

場
Ⅰ

は
、

適
切

に
管

理
さ

れ
て

い
る

。

D
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N
o
.

発
生

時
期

拠
点

名
(施

設
名

)
件

名
概

要
評

価
区

分
備

考

1
S
6
3
.3

原
子

力
科

学
研

究
所

(F
N

S
棟

)

F
N

S
　

ト
リ

チ
ウ

ム
作

業
室

等
排

気
風

量
の

許
可

を
得

な
い

変
更

　
F
N

S
棟

管
理

区
域

内
に

ト
リ

チ
ウ

ム
作

業
室

を
設

置
し

、
こ

れ
に

関
連

し
て

排
気

第
3
系

統
の

排
気

風
量

を
3
2
0
0
(m

3
/
h
)×

2
台

を
6
5
0
0
( 
m

3
/
h
 )
×

2
台

に
変

更
し

た
。

　
本

変
更

に
関

し
、

核
燃

料
物

質
の

使
用

施
設

と
し

て
の

変
更

許
可

申
請

が
行

わ
れ

な
か

っ
た

。
F
N

S
棟

は
R

I使
用

施
設

と
し

て
の

許
可

も
受

け
て

お
り

、
 R

I使
用

許
可

に
対

し
て

は
、

昭
和

6
3
年

適
切

に
対

応
し

た
。

C

2
H

3
.3

～
H

1
8
.3

原
子

力
科

学
研

究
所

(Ｆ
Ｃ

Ａ
)

F
C

A
　

制
御

安
全

棒
引

出
し

の
認

可
を

得
な

い
製

作
及

び
使

用

　
Ｆ

Ｃ
Ａ

制
御

安
全

棒
引

出
し

を
、

平
成

2
年

度
か

ら
平

成
1
7
年

度
の

期
間

、
設

工
認

を
受

け
ず

に
2
0
本

製
作

し
、

運
転

に
使

用
し

た
。

B

3
H

1
8
.6

～
H

1
9
.2

原
子

力
科

学
研

究
所

(タ
ン

デ
ム

加
速

器
建

家
)

タ
ン

デ
ム

加
速

器
　

R
N

B
加

速
器

許
可

性
能

か
ら

の
逸

脱

　
以

下
の

2
件

に
関

し
て

R
N

B
(放

射
性

核
種

ビ
ー

ム
)加

速
器

性
能

の
許

可
を

逸
脱

し
て

い
た

。
①

許
可

範
囲

を
超

え
る

エ
ネ

ル
ギ

ー
で

の
ビ

ー
ム

加
速

　
R

N
B

加
速

器
の

最
大

加
速

エ
ネ

ル
ギ

ー
を

検
証

す
る

た
め

、
核

子
あ

た
り

1
.4

M
e
V

（
許

可
最

大
1
.1

M
e
V

）
の

加
速

（
1
日

）
を

行
っ

た
。

②
許

可
外

放
射

性
核

種
の

加
速

　
許

可
を

受
け

た
放

射
性

核
種

ビ
ー

ム
で

は
強

度
不

足
で

ビ
ー

ム
加

速
開

発
が

困
難

で
あ

っ
た

た
め

、
K
r-

9
1
の

加
速

（
1
日

）
及

び
In

-
1
2
3
の

加
速

（
4
日

）
を

行
っ

た
。

C

別
表

－
３

　
許

認
可

手
続

き
の

不
備

に
係

る
調

査
結

果
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N
o
.

発
生

時
期

拠
点

名
(施

設
名

)
件

名
概

要
評

価
区

分
備

考

4
H

8
.3

原
子

力
科

学
研

究
所

(燃
料

試
験

施
設

)

燃
料

試
験

施
設

許
可

を
得

て
い

な
い

Ｒ
Ｉの

使
用

　
平

成
8
年

3
月

に
T
i-

A
l合

金
試

験
片

3
本

の
破

断
片

（
F
e
-
5
5
：
1
3
6
kB

q、
N

i-
6
3
：

5
5
.7

kB
q）

を
密

封
さ

れ
て

い
な

い
放

射
性

同
位

元
素

の
使

用
許

可
を

取
得

し
て

い
な

い
燃

料
試

験
施

設
に

搬
入

し
、

電
子

顕
微

鏡
に

よ
る

破
面

観
察

を
行

っ
た

。
そ

の
理

由
は

以
下

の
通

り
で

あ
る

。
・
燃

料
試

験
施

設
で

は
、

使
用

済
燃

料
被

覆
管

の
元

素
分

析
試

験
を

受
託

し
て

い
た

が
、

平
成

8
年

2
月

2
6
日

に
分

析
試

験
装

置
が

故
障

し
た

こ
と

で
契

約
納

期
（
平

成
8
年

3
月

3
1

日
）
内

に
デ

ー
タ

提
出

が
不

可
能

と
な

っ
た

た
め

、
ホ

ッ
ト

ラ
ボ

の
同

型
装

置
を

用
い

て
試

験
を

実
施

し
た

。
・
上

記
の

試
験

を
ホ

ッ
ト

ラ
ボ

で
行

う
と

、
平

成
8
年

3
月

末
ま

で
に

デ
ー

タ
を

取
る

必
要

の
あ

る
T
i-

A
l合

金
の

破
面

観
察

が
工

程
上

不
可

能
と

な
る

た
め

に
、

同
試

験
を

放
射

性
同

位
元

素
の

使
用

許
可

の
な

い
燃

料
試

験
施

設
で

実
施

し
た

。

C

5
H

1
2
.1

2
原

子
力

科
学

研
究

所
(Ｖ

Ｈ
Ｔ

Ｒ
Ｃ

)

Ｖ
Ｈ

Ｔ
Ｒ

Ｃ
の

核
分

裂
計

数
管

の
処

分
忘

れ

　
Ｖ

Ｈ
Ｔ

Ｒ
Ｃ

（
高

温
ガ

ス
炉

臨
界

実
験

装
置

）
施

設
に

お
い

て
、

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

の
核

分
裂

計
数

管
の

処
分

を
せ

ず
、

平
成

１
２

年
１

２
月

１
日

付
で

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

の
使

用
を

削
除

す
る

変
更

許
可

申
請

を
行

っ
た

。
変

更
許

可
を

取
得

し
た

以
降

も
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
の

核
分

裂
計

数
管

２
本

を
保

管
し

て
い

る
。

C

6
S
4
7
.4

原
子

力
科

学
研

究
所

(T
C

A
)

T
C

A
の

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

を
電

着
し

た
金

属
箔

の
処

分
忘

れ

　
T
C

A
（
軽

水
臨

界
実

験
装

置
）
施

設
に

お
い

て
、

「
P

u
と

U
の

核
分

裂
生

成
物

γ
線

強
度

の
比

率
測

定
」
に

関
す

る
実

験
を

行
う

た
め

、
昭

和
4
5
年

5
月

1
3
日

付
で

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

（
P

u
：
1
.5

～
1
0
0
m

g程
度

）
を

電
着

し
た

金
属

箔
を

使
用

す
る

変
更

許
可

申
請

を
行

っ
た

。
本

変
更

許
可

申
請

書
に

記
載

さ
れ

た
予

定
使

用
期

間
は

昭
和

4
7
年

ま
で

で
あ

る
。

し
か

し
、

昭
和

4
7
年

以
降

も
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
を

電
着

し
た

金
属

箔
を

保
管

し
て

い
る

。

C

1
0



N
o
.

発
生

時
期

拠
点

名
(施

設
名

)
件

名
概

要
評

価
区

分
備

考

7
H

6
.9

.2
0

原
子

力
科

学
研

究
所

(定
常

臨
界

実
験

装
置

（
S
T
A

C
Y
）

及
び

過
渡

臨
界

実
験

装
置

（
T
R

A
C

Y
）
)

S
T
A

C
Y
及

び
T
R

A
C

Y
  
ウ

ラ
ン

酸
化

物
燃

料
の

不
適

切
な

一
時

保
管

　
S
T
A

C
Y
及

び
T
R

A
C

Y
で

用
い

る
溶

液
燃

料
の

材
料

と
な

る
ウ

ラ
ン

酸
化

物
燃

料
は

、
設

置
許

可
書

の
安

全
設

計
に

関
す

る
説

明
書

（
添

付
書

類
八

）
に

基
づ

き
、

「
搬

入
し

、
ウ

ラ
ン

保
管

室
に

て
一

時
保

管
し

た
後

、
溶

解
す

る
」
こ

と
と

さ
れ

、
ま

た
、

そ
の

保
管

は
、

保
安

規
定

に
基

づ
き

、
「
溶

解
ま

で
輸

送
容

器
で

一
時

保
管

す
る

」
こ

と
と

さ
れ

て
い

る
。

　
一

時
保

管
と

は
「
溶

解
す

る
ま

で
の

間
の

暫
定

的
な

貯
蔵

」
で

あ
る

と
理

解
す

べ
き

と
こ

ろ
を

、
平

成
6
年

9
月

に
搬

入
し

た
濃

縮
度

1
.5

w
t％

の
ウ

ラ
ン

酸
化

物
燃

料
に

つ
い

て
は

、
溶

解
し

な
か

っ
た

残
り

の
在

庫
約

9
2
kg

U
が

、
搬

入
か

ら
1
0
年

以
上

も
経

過
し

た
現

在
も

一
時

保
管

と
し

て
保

管
さ

れ
て

い
る

。
　

長
期

に
お

よ
ぶ

保
管

を
一

時
保

管
と

し
て

行
っ

て
き

た
こ

と
は

、
不

適
切

で
あ

っ
た

。

B

8
H

1
0
.3

～
H

1
1
.6

高
崎

量
子

応
用

研
究

所
(イ

オ
ン

照
射

研
究

施
設

)

タ
ン

デ
ム

加
速

器
の

L
iイ

オ
ン

の
エ

ネ
ル

ギ
ー

変
更

の
不

備

　
タ

ン
デ

ム
加

速
器

で
許

可
を

受
け

た
L
iイ

オ
ン

の
最

高
エ

ネ
ル

ギ
ー

は
1
.7

M
e
V

／
核

子

で
あ

る
。

7
L
i3

+
ビ

ー
ム

を
利

用
し

た
実

験
は

1
.2

9
M

e
V

／
核

子
を

最
高

エ
ネ

ル
ギ

ー
と

し
て

計
画

さ
れ

た
が

、
変

更
許

可
申

請
の

手
続

き
を

行
わ

ず
に

1
.7

0
4
M

e
V

／
核

子
に

変
更

し
て

2
回

実
施

さ
れ

た
。

当
時

の
モ

ニ
タ

記
録

等
か

ら
、

こ
れ

に
よ

る
線

量
の

上
昇

は
な

か
っ

た
。

C

9
H

1
8
.8

～
H

1
9
.6

H
5
.1

1
～

H
1
9
.7

高
崎

量
子

応
用

研
究

所
(イ

オ
ン

照
射

研
究

施
設

)

シ
ン

グ
ル

エ
ン

ド
加

速
器

ビ
ー

ム
の

上
限

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

変
更

の
不

備

(1
) 
加

速
電

圧
の

校
正

の
た

め
に

、
3
.0

4
M

e
V

の
核

反
応

を
利

用
。

　
シ

ン
グ

ル
エ

ン
ド

加
速

器
に

つ
い

て
は

、
許

可
使

用
に

係
る

変
更

申
請

書
で

は
最

大
エ

ネ
ル

ギ
ー

3
 M

e
V

と
さ

れ
て

い
る

が
、

こ
の

校
正

時
に

3
.0

4
 M

e
V

に
共

鳴
を

も
つ

反
応

が
用

い
ら

れ
た

。
(2

) 
定

格
性

能
を

維
持

す
る

た
め

の
コ

ン
デ

ィ
シ

ョ
ニ

ン
グ

で
、

変
更

許
可

申
請

の
手

続
き

を
行

わ
ず

に
許

可
申

請
書

記
載

の
最

大
エ

ネ
ル

ギ
ー

3
M

e
V

（
添

付
書

類
記

載
の

最
大

電
圧

３
M

V
に

対
応

）
を

超
え

た
条

件
で

以
下

の
H

e
イ

オ
ン

の
加

速
を

実
施

し
た

。
　

　
・
ビ

ー
ム

発
生

あ
り

の
コ

ン
デ

ィ
シ

ョ
ニ

ン
グ

　
2
4
回

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

（
電

圧
3
.0

～
3
.2

M
V

、
電

流
0
.0

3
8
～

1
5
1
・
A

）

　
い

ず
れ

の
場

合
も

、
ガ

ン
マ

線
及

び
中

性
子

モ
ニ

タ
の

数
値

を
注

視
し

な
が

ら
運

転
を

行
っ

て
お

り
、

許
可

値
の

最
大

エ
ネ

ル
ギ

ー
3
M

e
V

を
超

え
た

こ
と

に
よ

る
モ

ニ
タ

指
示

値
の

上
昇

は
な

か
っ

た
。

C

1
1



N
o
.

発
生

時
期

拠
点

名
(施

設
名

)
件

名
概

要
評

価
区

分
備

考

1
H

1
7
.1

2

原
子

力
科

学
研

究
所

（
原

子
炉

特
別

研
究

棟
）

国
規

物
（
原

子
炉

特
別

研
究

棟
核

分
裂

計
数

管
）

の
使

用
届

出
及

び
計

量
管

理
報

告
の

漏
れ

　
原

子
炉

特
別

研
究

棟
1
2
2
号

室
の

固
体

廃
棄

物
保

管
箱

に
、

計
量

管
理

が
さ

れ
て

い
な

い
核

分
裂

計
数

管
（
濃

縮
ウ

ラ
ン

：
濃

縮
度

9
2
.7

4
%
、

U
-
2
3
5
量

0
.0

0
1
3
9
g）

が
保

管
さ

れ
て

い
る

。
C

2
S
5
8
.6

原
子

力
科

学
研

究
所

（
F
N

S
建

家
）

国
規

物
（
F
N

S
建

家
　

マ
イ

ク
ロ

核
分

裂
計

数
管

）
の

使
用

届
出

及
び

計
量

管
理

報
告

の
漏

れ

  
F
N

S
に

、
計

量
管

理
が

さ
れ

て
い

な
い

核
分

裂
計

数
管

6
本

（
劣

化
ウ

ラ
ン

：
3
本

、
T
h
-

2
3
2
：
2
本

、
U

-
2
3
5
(濃

縮
度

6
6
.6

7
%
)：

1
本

、
重

量
は

い
ず

れ
も

0
.0

0
g）

が
保

管
さ

れ
て

い
る

。
C

3
H

8
原

子
力

科
学

研
究

所
（
J
R

R
-
3
）

国
規

物
（
J
R

R
-
3

核
分

裂
計

数
管

）
の

使
用

届
出

及
び

計
量

管
理

報
告

の
漏

れ

　
J
R

R
-
3
炉

室
（
利

用
施

設
）
に

、
計

量
管

理
が

さ
れ

て
い

な
い

核
分

裂
計

数
管

2
本

（
U

-
2
3
5
 と

し
て

5
m

g/
1
本

）
が

保
管

さ
れ

て
い

る
。

C

4
S
3
5
.6

～
S
4
8
.9

原
子

力
科

学
研

究
所

（
F
C

A
）

国
規

物
（
F
C

A
核

分
裂

計
数

管
）

の
使

用
届

出
及

び
計

量
管

理
報

告
の

漏
れ

  
F
C

A
（
高

速
炉

臨
界

実
験

装
置

）
施

設
に

計
量

管
理

が
さ

れ
て

い
な

い
核

分
裂

計
数

管
2
4
本

（
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
：
1
1
本

(0
.2

m
g～

2
m

g/
本

)、
濃

縮
ウ

ラ
ン

：
5
本

(0
.1

m
g～

4
m

g/
本

)、
天

然
ウ

ラ
ン

：
2
本

(0
.2

m
g及

び
2
m

g/
本

)、
劣

化
ウ

ラ
ン

：
4
本

(4
m

g～
0
.1

g/
本

)、
U

-
2
3
3
：
2
本

(1
m

g/
本

)）
が

保
管

さ
れ

て
い

る
。

C

5
S
4
2
.1

2
～

S
5
3
.3

原
子

力
科

学
研

究
所

（
F
C

A
）

国
規

物
（
F
C

A
核

燃
料

物
質

）
の

使
用

届
出

及
び

計
量

管
理

報
告

の
漏

れ

　
F
C

A
（
高

速
炉

臨
界

実
験

装
置

）
施

設
に

計
量

管
理

が
さ

れ
て

い
な

い
核

燃
料

物
質

（
濃

縮
ウ

ラ
ン

箔
1
0
8
枚

：
約

2
.7

g、
劣

化
ウ

ラ
ン

箔
3
2
枚

：
約

2
.8

g）
が

保
管

さ
れ

て
い

る
。

C

別
表

－
４

　
報

告
手

続
き

の
不

備
に

関
す

る
調

査
結

果

1
2



N
o
.

発
生

時
期

拠
点

名
(施

設
名

)
件

名
概

要
評

価
区

分
備

考

6
S
4
0
.7

～
S
5
3
.1

2
原

子
力

科
学

研
究

所
（
T
C

A
）

国
規

物
（
T
C

A
天

然
ウ

ラ
ン

ペ
レ

ッ
ト

等
）
の

使
用

届
出

及
び

計
量

管
理

報
告

の
漏

れ

　
T
C

A
（
軽

水
臨

界
実

験
装

置
）
に

計
量

管
理

が
さ

れ
て

い
な

い
ペ

レ
ッ

ト
状

天
然

ウ
ラ

ン
約

1
.2

kg
、

ワ
イ

ヤ
、

板
状

ウ
ラ

ン
ア

ル
ミ

ニ
ウ

ム
合

金
等

約
9
2
g、

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

電
着

金
属

箔
（
Ｐ

ｕ
：
1
.5

～
1
0
0
m

g程
度

）
が

保
管

さ
れ

て
い

る
。

C

7
S
4
4
.8

～
S
5
6
.1

2
原

子
力

科
学

研
究

所
（
T
C

A
）

国
規

物
（
T
C

A
核

分
裂

計
数

管
）

の
使

用
届

出
及

び
計

量
管

理
報

告
の

漏
れ

　
T
C

A
（
軽

水
臨

界
実

験
装

置
）
に

、
計

量
管

理
が

さ
れ

て
い

な
い

核
分

裂
計

数
管

1
1
本

（
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
：
3
本

(2
.2

m
g～

2
.2

7
m

g/
本

)、
濃

縮
ウ

ラ
ン

：
6
本

(0
.4

m
g～

4
.5

m
g/

本
)、

U
-
2
3
3
：
2
本

(2
.3

8
m

g/
本

)）
が

保
管

さ
れ

て
い

る
。

C

8
S
5
7
.3

原
子

力
科

学
研

究
所

（
第

4
研

究
棟

）

国
規

物
（
第

４
研

究
棟

　
P

u
ア

ン
プ

ル
）
の

使
用

届
出

及
び

計
量

管
理

報
告

の
漏

れ

　
第

4
研

究
棟

に
、

計
量

管
理

が
さ

れ
て

い
な

い
P

u
-
2
3
9
(1

μ
g)

と
P

u
-
2
3
8
(5

n
g)

の
ア

ン
プ

ル
が

保
管

さ
れ

て
い

る
。

C

9
S
4
4
.9

～
S
4
4
.1

0
原

子
力

科
学

研
究

所
（
V

H
T
R

C
）

国
規

物
（
V

H
T
R

C
　

核
分

裂
計

数
管

）
の

使
用

届
出

及
び

計
量

管
理

報
告

の
漏

れ

　
V

H
T
R

C
（
高

温
ガ

ス
炉

臨
界

実
験

装
置

）
施

設
に

、
計

量
管

理
が

さ
れ

て
い

な
い

核
分

裂
計

数
管

７
本

（
濃

縮
ウ

ラ
ン

：
2
本

（
4
m

g/
本

）
、

劣
化

ウ
ラ

ン
：
5
本

(4
m

g～
0
.2

g/
本

)）
が

保
管

さ
れ

て
い

る
。

C

1
0

S
5
8
.9

原
子

力
科

学
研

究
所

（
放

射
線

標
準

施
設

）

国
規

物
（
放

射
線

標
準

施
設

棟
P

u
標

準
線

源
）

の
使

用
届

出
及

び
計

量
管

理
報

告
の

漏
れ

　
放

射
線

標
準

施
設

棟
に

計
量

管
理

さ
れ

て
い

な
い

P
u
標

準
線

源
（
P

u
-
2
3
9
面

状
線

源
2
個

：
6
7
8
 B

q(
0
.2

9
μ

g)
、

9
0
4
 B

q(
0
.3

9
μ

g)
）
が

、
保

管
さ

れ
て

い
る

。
C

1
3



N
o
.

発
生

時
期

拠
点

名
(施

設
名

)
件

名
概

要
評

価
区

分
備

考

1
1

H
1
3
.1

0

核
燃

料
サ

イ
ク

ル
工

学
研

究
所

(プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

燃
料

製
造

施
設

)

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

燃
料

製
造

施
設

（
P

F
P

F
）
に

お
け

る
国

際
規

制
物

資
の

受
入

れ
に

係
る

届
出

の
不

備

　
「
原

子
炉

等
規

制
法

」
第

6
1
条

の
3
第

4
項

及
び

「
国

規
物

規
則

」
第

1
条

の
3
第

1
項

の
規

定
で

は
、

「
国

際
規

制
物

資
の

使
用

前
に

、
国

際
規

制
物

資
の

種
類

及
び

数
量

並
び

に
予

定
使

用
期

間
を

文
部

科
学

大
臣

に
届

け
出

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
」
と

さ
れ

て
い

る
。

　
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
燃

料
製

造
施

設
で

は
、

平
成

1
3
年

8
月

3
日

に
英

国
よ

り
国

際
規

制
物

資
を

受
入

れ
た

が
、

本
部

（
核

不
拡

散
科

学
技

術
セ

ン
タ

ー
）
及

び
拠

点
（
核

燃
料

サ
イ

ク
ル

工
学

研
究

所
）
の

い
ず

れ
に

も
届

出
書

の
控

え
は

存
在

せ
ず

、
か

つ
届

出
の

た
め

の
回

議
書

も
起

案
さ

れ
て

い
な

い
た

め
、

当
該

届
出

が
な

さ
れ

て
い

な
い

可
能

性
が

高
い

。

C

1
2

H
1
3
.1

0
核

燃
料

サ
イ

ク
ル

工
学

研
究

所
(再

処
理

施
設

)

再
処

理
施

設
（
T
R

P
）
に

お
け

る
国

際
規

制
物

資
の

受
入

れ
に

係
る

届
出

の
不

備

　
「
原

子
炉

等
規

制
法

」
第

6
1
条

の
3
第

4
項

及
び

「
国

規
物

規
則

」
第

1
条

の
3
第

1
項

の
規

定
で

は
、

「
国

際
規

制
物

資
の

使
用

前
に

、
国

際
規

制
物

資
の

種
類

及
び

数
量

並
び

に
予

定
使

用
期

間
を

文
部

科
学

大
臣

に
届

け
出

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
」
と

さ
れ

て
い

る
。

　
再

処
理

施
設

で
は

、
平

成
1
3
年

1
0
月

5
日

に
電

力
会

社
（
原

子
力

発
電

所
）
よ

り
国

際
規

制
物

資
を

受
入

れ
た

が
、

本
部

（
核

不
拡

散
科

学
技

術
セ

ン
タ

ー
）
及

び
拠

点
（
核

燃
料

サ
イ

ク
ル

工
学

研
究

所
）
の

い
ず

れ
に

も
届

出
書

の
控

え
は

存
在

せ
ず

、
か

つ
届

出
の

た
め

の
回

議
書

も
起

案
さ

れ
て

い
な

い
た

め
、

当
該

届
出

が
な

さ
れ

て
い

な
い

可
能

性
が

高
い

C

1
3

H
1
6
.1

2

核
燃

料
サ

イ
ク

ル
工

学
研

究
所

(プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

燃
料

施
設

)

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

燃
料

施
設

（
P

P
F
F
）

に
お

け
る

国
際

規
制

物
資

の
受

入
れ

に
係

る
届

出
の

不
備

　
「
原

子
炉

等
規

制
法

」
第

6
1
条

の
3
第

4
項

及
び

「
国

規
物

規
則

」
第

1
条

の
3
第

1
項

の
規

定
で

は
、

「
国

際
規

制
物

資
の

使
用

前
に

、
国

際
規

制
物

資
の

種
類

及
び

数
量

並
び

に
予

定
使

用
期

間
を

文
部

科
学

大
臣

に
届

け
出

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
」
と

さ
れ

て
い

る
。

　
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
燃

料
施

設
で

は
、

平
成

1
6
年

1
2
月

2
0
日

に
国

内
ウ

ラ
ン

加
工

メ
ー

カ
ー

よ
り

国
際

規
制

物
資

を
受

入
れ

た
が

、
本

部
（
核

不
拡

散
科

学
技

術
セ

ン
タ

ー
）
及

び
拠

点
（
核

燃
料

サ
イ

ク
ル

工
学

研
究

所
）
の

い
ず

れ
に

も
届

出
書

の
控

え
は

存
在

せ
ず

、
か

つ
届

出
の

た
め

の
回

議
書

も
起

案
さ

れ
て

い
な

い
た

め
、

当
該

届
出

が
な

さ
れ

て
い

な
い

可
能

性
が

高
い

。

C

1
4



N
o
.

発
生

時
期

拠
点

名
(施

設
名

)
件

名
概

要
評

価
区

分
備

考

1
4

S
5
2
.4

大
洗

研
究

開
発

セ
ン

タ
ー

(安
全

管
理

棟
)

国
規

物
（
安

全
管

理
棟

　
P

u
標

準
線

源
）
の

使
用

届
出

及
び

計
量

管
理

報
告

の
漏

れ

　
安

全
管

理
棟

に
お

い
て

、
計

量
管

理
さ

れ
て

い
な

い
P

u
標

準
線

源
が

1
個

（
P

u
-
2
3
9
面

状
線

源
：
2
9
5
B

q（
1
.3

×
1
0

-
4
m

g）
）
保

管
さ

れ
て

い
る

。
C

1
5



(1
)国

へ
の

報
告

の
不

実
記

載

N
o
.

発
生

時
期

拠
点

名
(施

設
名

)
件

名
概

要
評

価
区

分
備

考

1
H

9
.8

原
子

力
科

学
研

究
所

(保
管

廃
棄

施
設

)

保
管

廃
棄

施
設

半
地

下
ピ

ッ
ト

の
管

理
状

況
報

告
の

不
実

記
載

　
平

成
9
年

8
月

2
8
日

付
の

本
部

安
全

管
理

室
長

か
ら

科
学

技
術

庁
原

子
炉

規
制

課
長

へ
の

半
地

下
式

ピ
ッ

ト
の

管
理

状
況

報
告

に
お

い
て

、
H

ピ
ッ

ト
（
2
m

S
v/

h
を

超
え

る
保

管
体

を
保

管
す

る
た

め
の

施
設

で
1
7
ピ

ッ
ト

あ
り

、
保

管
孔

は
6
5
4
孔

あ
る

）
に

関
し

て
、

溜
り

水
の

有
無

に
つ

い
て

「
無

」
と

い
う

報
告

を
し

た
。

ま
た

、
9
月

9
日

付
の

東
海

研
究

所
長

か
ら

茨
城

県
へ

の
報

告
に

お
い

て
、

H
ピ

ッ
ト

に
関

し
て

、
溜

り
水

の
有

無
に

つ
い

て
「
無

」
と

い
う

報
告

を
し

た
。

　
平

成
9
年

9
月

1
6
日

及
び

1
7
日

に
、

H
ピ

ッ
ト

内
の

廃
棄

物
が

収
納

さ
れ

て
い

な
い

保
管

孔
4
4
孔

に
つ

い
て

溜
り

水
の

有
無

の
確

認
を

行
っ

た
。

そ
の

結
果

、
1
3
孔

に
溜

り
水

が
認

め
ら

れ
た

。
こ

の
点

検
は

、
実

際
に

使
用

中
の

保
管

孔
の

状
況

を
直

接
観

測
し

た
も

の
で

は
な

い
が

、
こ

れ
ら

の
点

検
結

果
は

、
国

と
茨

城
県

へ
の

報
告

内
容

と
一

致
し

て
い

な
い

こ
と

か
ら

、
先

の
報

告
を

修
正

す
べ

き
で

あ
っ

た
。

そ
の

後
、

H
ピ

ッ
ト

内
の

溜
り

水
に

つ
い

て
は

、
回

収
し

、
改

善
計

画
を

立
案

し
、

対
策

を
講

じ
て

き
て

い
る

。
平

成
9
年

1
1
月

以
降

、
ピ

ッ
ト

内
へ

の
雨

水
の

浸
透

を
防

止
す

る
た

め
、

保
管

孔
周

囲
の

防
水

工
事

を
行

う
と

と
も

に
、

H
ピ

ッ
ト

上
部

に
鋼

製
上

蓋
を

設
置

し
た

。
　

こ
の

結
果

、
ピ

ッ
ト

内
の

水
位

の
顕

著
な

上
昇

が
認

め
ら

れ
な

く
な

っ
た

。
ま

た
、

平
成

9
年

以
降

、
半

地
下

式
ピ

ッ
ト

周
囲

の
観

測
井

戸
に

お
け

る
地

下
水

の
採

取
及

び
放

射
能

測
定

を
年

2
回

行
っ

て
い

る
が

、
異

常
な

値
は

観
測

さ
れ

て
い

な
い

。

D

2
H

1
8
．

5
原

子
力

科
学

研
究

所
(Ｖ

Ｈ
Ｔ

Ｒ
Ｃ

)

Ｖ
Ｈ

Ｔ
Ｒ

Ｃ
に

係
る

廃
止

措
置

計
画

書
添

付
書

類
の

誤
記

及
び

耐
震

検
討

書
の

不
実

記
載

　
平

成
1
8
年

に
認

可
を

受
け

た
Ｖ

Ｈ
Ｔ

Ｒ
Ｃ

廃
止

措
置

計
画

書
添

付
書

類
に

お
い

て
、

周
辺

公
衆

の
実

効
線

量
評

価
に

係
る

計
算

に
間

違
い

が
見

つ
か

っ
た

が
、

そ
の

こ
と

に
つ

い
て

文
科

省
に

連
絡

を
行

わ
な

か
っ

た
。

　
ま

た
、

「
発

電
用

原
子

炉
施

設
に

関
す

る
耐

震
設

計
審

査
指

針
」
の

改
訂

に
伴

う
、

耐
震

重
要

度
分

類
Ｓ

ク
ラ

ス
に

相
当

し
な

い
根

拠
を

説
明

し
た

Ｖ
Ｈ

Ｔ
Ｒ

Ｃ
施

設
の

検
討

書
（
以

下
、

「
耐

震
検

討
書

」
と

い
う

。
）
の

周
辺

公
衆

の
実

効
線

量
評

価
に

お
い

て
、

間
違

い
の

あ
る

こ
と

を
分

か
っ

て
い

た
廃

止
措

置
計

画
の

デ
ー

タ
を

用
い

て
計

算
し

、
そ

れ
を

文
科

省
に

報
告

し
た

。
な

お
、

正
し

い
値

を
用

い
て

計
算

し
た

周
辺

公
衆

の
実

効
線

量
評

価
に

つ
い

て
も

、
周

辺
公

衆
の

実
効

線
量

の
判

断
基

準
値

で
あ

る
5
m

S
v未

満
で

あ
る

。

D

別
表

－
５

　
国

へ
の

報
告

・
記

録
等

に
係

る
不

備
の

調
査

結
果

1
6



(2
)不

適
切

な
管

理
記

録
等

N
o
.

発
生

時
期

拠
点

名
(施

設
名

)
件

名
概

要
評

価
区

分
備

考

1
S
6
3
.6

～
H

1
.9

原
子

力
科

学
研

究
所

(保
管

廃
棄

施
設

)

保
管

廃
棄

施
設

受
入

保
管

記
録

に
係

る
受

入
元

の
不

適
切

な
管

理
記

録
(特

例
措

置
に

よ
る

受
入

）

　
昭

和
6
3
年

6
月

～
平

成
元

年
9
月

に
、

原
子

力
以

外
の

事
業

者
等

か
ら

発
見

さ
れ

た
酸

化
ト

リ
ウ

ム
粉

末
約

3
kg

、
酸

化
ト

リ
ウ

ム
を

含
ん

だ
健

康
器

具
3
2
個

、
硝

酸
ト

リ
ウ

ム
約

1
kg

、
イ

エ
ロ

ー
ケ

ー
キ

約
3
.3

kg
を

科
学

技
術

庁
(当

時
)か

ら
依

頼
さ

れ
て

特
例

措
置

と
し

て
受

入
れ

、
保

管
廃

棄
を

行
っ

た
。

東
海

研
究

所
で

発
生

し
た

核
燃

料
物

質
で

汚
染

さ
れ

た
物

と
し

て
保

管
記

録
に

記
載

し
て

い
る

。
　

ま
た

、
こ

れ
ら

廃
棄

物
と

し
て

保
管

・
管

理
し

て
い

る
国

際
規

制
物

資
に

関
し

、
使

用
の

届
出

及
び

計
量

管
理

手
続

き
を

行
っ

て
い

な
い

。

C

2
H

1
2
.6

～
H

1
3
.3

原
子

力
科

学
研

究
所

(保
管

廃
棄

施
設

)

保
管

廃
棄

施
設

受
入

保
管

記
録

に
係

る
受

け
入

れ
た

も
の

の
不

適
切

な
管

理
記

録
(特

例
措

置
に

よ
る

受
入

）

　
平

成
1
2
年

度
に

、
日

本
ア

イ
ソ

ト
ー

プ
協

会
の

強
い

要
請

が
あ

り
、

日
本

ア
イ

ソ
ト

ー
プ

協
会

が
保

有
し

て
い

た
核

燃
料

廃
棄

物
を

含
む

廃
棄

物
9
4
3
本

（
2
0
0
L
ド

ラ
ム

缶
）
を

、
ベ

ー
タ

ガ
ン

マ
区

分
の

R
I廃

棄
物

と
し

て
特

例
的

に
引

き
受

け
た

。
　

平
成

1
2
年

当
時

、
日

本
原

子
力

研
究

所
と

日
本

ア
イ

ソ
ト

ー
プ

協
会

と
の

間
で

は
、

ベ
ー

タ
ガ

ン
マ

区
分

の
R

I廃
棄

物
の

引
き

取
り

に
つ

い
て

受
託

処
理

契
約

を
締

結
し

て
い

た
。

保
安

規
定

に
基

づ
く
放

射
性

廃
棄

物
保

管
廃

棄
記

録
票

に
R

I廃
棄

物
と

し
て

不
実

の
記

載
を

行
っ

た
。

引
き

取
っ

た
廃

棄
物

は
安

全
に

保
管

さ
れ

て
い

る
。

　
ま

た
、

こ
れ

ら
廃

棄
物

と
し

て
保

管
・
管

理
し

て
い

る
国

際
規

制
物

資
に

関
し

、
使

用
の

届
出

及
び

計
量

管
理

手
続

き
を

行
っ

て
い

な
い

。

C

1
7




